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１．はじめに 
当社は、原子力安全・保安院長から平成２１年８月１１日付指示文書「日本原燃

株式会社再処理施設の管理区域における警報付ポケット線量計の未着用について

（指示）」（平成２１・０８・１１原院第３号）を受けた。 

本報告は、上記指示文書に基づき原因究明及び再発防止対策に係る検討結果等を

とりまとめたものである。 

なお、原子力安全・保安院放射性廃棄物規制課長からの平成２１年７月２１日付

指示文書「日本原燃株式会社濃縮・埋設事業所廃棄物埋設施設の管理区域における

作業員の個人線量計の未着用について（指示）」に基づく報告も合わせてとりまとめ

た。 

 
２．報告対象事象 

本報告において対象とした事象は、以下の３件である。 

（１）７月１６日に発生した濃縮・埋設事業所 廃棄物埋設施設の管理区域にお

ける作業員の個人線量計の未着用 

（２）８月７日に発生した再処理事業所 再処理施設の管理区域における作業者

名簿に登録されていない者の管理区域への入域 

（３）８月１１日に発生した再処理事業所 再処理施設の管理区域における作業

員の個人線量計の未着用 

合わせて、管理区域への出入管理に関してこれまでに発生した同様の事象につい

ても、共通要因の分析の対象とした。 

 

３．原因究明及び直接要因に対する再発防止対策の検討手順 

今回発生した上記の３件の事象に関し、原因究明及び直接要因に対する再発防止

対策の検討は、以下の手順で行った。 

（１） 出来事流れ図の作成 
（２） 問題点の抽出 

（３） 直接要因の分析（なぜなぜ分析） 

（４） 直接要因に対する再発防止対策の立案 

 

４．原因究明及び直接要因に対する再発防止対策の検討結果 
（１）「濃縮・埋設事業所 廃棄物埋設施設の管理区域における作業員の個人線

量計の未着用」事象について、別添資料－１に示す。 

（２）「再処理事業所 再処理施設の管理区域における作業者名簿に登録されて

いない者の管理区域への入域」事象について、別添資料－２に示す。 

（３）「再処理事業所 再処理施設の管理区域における作業員の個人線量計の未

着用」事象について、別添資料－３に示す。 

 

個人線量計未着用等に係る直接要因と再発防止対策を、添付資料－１に示す。 
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５．同様の事象のこれまでの発生実績 

当社の濃縮・埋設事業所廃棄物埋設施設及び加工施設（ウラン濃縮工場）並びに

再処理事業所再処理施設及び廃棄物管理施設において、管理区域への出入管理に関

してこれまでに発生した同様の事象を調査した。 

その結果、作業者名簿に登録されていない者の管理区域への入域は無かったが、

所定の個人線量計を着用せずに管理区域に入域した事象が、記録の残っている範囲

において１３件あった。施設別の内訳は、次のとおりである。 

（１）濃縮・埋設事業所廃棄物埋設施設・・・１件 

（２）濃縮・埋設事業所加工施設・・・・・・７件 

（３）再処理事業所再処理施設・・・・・・・４件 

（４）再処理事業所廃棄物管理施設・・・・・１件 

同様の事象のこれまでの発生実績を、添付資料－２に示す。 

上記の１３件の事象のうち、再処理施設及び廃棄物管理施設において発生した線

量評価用個人線量計の未着用事象２件は不適合として処理されていたが、残りの 

１１件は不適合として処理すべき対象になっていなかった。 

 

６．今回の事象の直接要因及びこれまでの発生実績から導かれる品質保証上の問題点 

当社は、保安に関する品質保証について、平成１６年６月から「原子力発電所に

おける安全のための品質保証規程」（JEAC4111）に基づく品質マネジメントシステム

を導入している。今回発生した３件の事象の原因究明の結果明らかになった直接要

因及び同様の事象のこれまでの発生実績を、JEAC4111の要求事項に照らして、品質

保証上の問題点を抽出した。結果は、以下のとおりである。（添付資料－３参照） 

 

（１）「力量、教育・訓練及び認識」の問題 

①個人線量計未着用で管理区域に入域したことは、自らの活動のもつ意味及

び重要性を認識して決められたルールを遵守する意識、及び、自らの安全

は自ら守るとの意識の醸成に関する教育が不足していた。 

②過去の事象の再発防止対策に係る教育の内容が、過去の教訓を汲み取って

浸透させる上で不十分だった。 
 
（２）「業務に対する要求事項の明確化」及び「業務の管理」の問題 

①置き忘れの個人線量計（未着用で管理区域に入域）に対して状態確認をし

なかったことは、組織内の業務に必要なプロセス及び文書がなく、通常と

は異なる事象が発生した場合の対応が明確ではなかった。 
②常に最悪の事態を想定するという姿勢（異常時は些細な事象変化にも最悪

状態を疑い、確たる証拠が得られるまで否定しない）が不十分で、個人線

量計の未着用等を推定できず必要な措置がとられなかった。 
③置き忘れの個人線量計（未着用で管理区域に入域）の発見及び個人線量計

の未着用の報告を組織内の関係者に速やかにしなかったことは、報告の判
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断基準が明確になっていなかったため、組織内のコミュニケーションが必

ずしも確実に行われず、情報共有が十分でなかった。 
④組織内において業務を管理された状態で実施しなければならないが、個人

線量計の置き忘れ防止及び未登録者の管理区域入域防止に関して適切な

設備及び作業手順が利用できる状態でなく、個人線量計の置き忘れ防止及

び未登録者の管理区域入域防止に関する設備及び手順の計画が十分でな

かった。 
 

（３）「不適合管理」、「是正処置」及び「予防処置」の問題 

①廃棄物埋設施設の管理区域における作業員の個人線量計の未着用につい

て、水平展開（是正処置及び予防処置）の取組みが十分に機能せず、同様

な事象が再処理事業部で発生した。 

②各事業部で発生した不適合について、他の施設への水平展開要否の判断基

準が明確でなかったため、過去に発生した個人線量計未着用事象が水平展

開の対象とならなかった。 

③過去に発生した個人線量計の未着用事象は、一部を除き不適合として処理

すべき対象となっていなかった。 

④過去に発生した個人線量計の未着用の発生原因の究明が不十分であり、人

間の特性（慣れ、うっかり）を踏まえた実効性のある設備面の是正・予防

処置が十分に講じられていなかった。 

 
７．共通要因の分析 

前項の直接要因及びこれまでの発生実績から導かれる品質保証上の問題点から、

共通要因の分析を行った。結果は、以下のとおりである。（添付資料－３参照）  

（１）放射線管理に関する保安教育では、個人線量計の着用の義務付けを教育し

ているが、決めたルールは守るということの徹底が不十分であった。また、

個人線量計の着用手順は周知していたが、その手順が定着していることの

確認が十分でなかった。 

 

（２）本来、活動を達成するためのルール・手順は、マニュアル類に規定されて

いなければならない。組織内における放射線管理に係る業務に関し、通常

とは異なる事象が発生した場合の要求事項を明確化し、作業手順を十分に

具体化することが行われていなかった。 

 

（３）個人線量計の未着用等を推定できず必要な措置がとられなかったことは、

常に最悪の事態を想定するという姿勢が不十分であった。 

 

（４）放射線管理に関する情報については、組織内の関係者に確実に情報共有が

図られなければならない。通常とは異なる事象が発生した場合の「報告、

連絡、相談」や情報共有が不足していた。 
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（５）組織内において、業務を管理された状態で実施するための設備や手順の検

討に当たって、通常とは異なる事象が発生した場合も想定に含めるという

リスク管理上の感度が不足していた。 

 

（６）個人線量計の未着用という保安に係わる事象が「不適合」として確実に取

り上げられるようなルールとなっていなかった。このため、是正処置の実

施及び水平展開が十分に行われなかった。 

 

８．共通要因に対する対策 
前項の共通要因の分析結果に基づき、共通要因に対する対策を以下のとおり実施

する。（添付資料－３参照） 

 

（１）放射線管理に関する保安教育の中で、決めたルールはしっかり守るという

ことを強調して伝えるため、社会的影響を含めた過去の事例及び自らの身

を守るという目的等を盛り込むよう、９月末までに教育資料を見直す。ま

た、個人線量計の着用手順の定着が図られるまでは、主要な出入管理室に

監視員を配置する。 

 

（２）保安規定の下部規程、手順書、マニュアル類については、安全確保に係る

記載をさらに充実させる。また、通常と異なる事象の発生も想定して、手

順書の作成ができるようなリスク感覚を下記の例に示す方法を通じて養

う。 

①各課の安全技術担当を通じたリスクアセスメント教育を各課内で展開す

る。 

②当社が作業着手前の協力会社の TBM・KY 注１に適宜参加し、関係者のリスク

アセスメント技術・技能の向上に対する指導・助言を行う。 

（「安全基盤強化に向けた全社アクションプラン」注２の具体的展開の中で実

施中） 

 

（３）個人線量計を着用せずに管理区域に入域する事象が発生した場合には、速

やかに主任者に報告する等の具体例をあげて、情報共有の重要性について

課・グループ員全員で討議する。 

（「安全基盤強化に向けた全社アクションプラン」の具体的展開の中で実施

中） 

 

（４）設備や手順の検討において、通常とは異なる事象が発生した場合も想定に

含めるというリスク管理上の感度を上げる。 

・（２）の対策と同じ。 
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（５）個人線量計の未着用など、放射線管理に関する保安規定上の要求事項を満

足しないおそれのある事象については、確実に不適合管理の対象となるよ

う、９月末までに各事業部の不適合管理に関する要領を見直す。 

 

上記（１）～（５）の対策のうち、「安全基盤強化に向けた全社アクションプラ

ン」における具体的展開の中で実施中のものは、引き続き同アクションプランの一

環として取組むこととする。 

 

注１：TBM は､職長を中心にして､その日の作業内容や方法･段取り･問題点につい

て短時間で話し合ったり､指示伝達を行うもので､その際､工具箱（ツール・

ボックス）に座って行うことがあることからこのような名称がついている｡

このTBMは､作業開始前だけでなく､作業の進行に応じて作業中や職場ミーテ

ィング時にも行われる｡ 

一方、KY は、「危険予知」の意味で、作業開始前に現場において、実際の

作業状況の中に潜む危険要因とそれが引き起こす事態を作業チーム内で話

し合い、危険のポイントや重点実施項目を指差呼称で確認することにより、

労働災害の発生を未然に防止する活動である。 

注２：本年4月30日に経済産業省原子力安全・保安院に報告した「高レベル廃液

ガラス固化建屋固化セルにおける高レベル廃液の漏えいについて－組織要

因に関する分析（根本原因分析）－（追加報告）」に示す「組織要因に係る

対策のアクションプラン(安全基盤強化に向けた全社アクションプラン)」で

ある。同アクションプランは、根本原因分析の結果抽出された組織要因に対

する対策として、安全文化の醸成を図ることを目的としており、具体的には、

①コミットメントとコミュニケーションの充実、及び結果の確認、②教育・

訓練の充実、等である。 

 

９．水平展開 
（１）直接要因に対する対策の他施設への水平展開及び前項の共通要因に対する

対策の実施状況については、全社の会議体において今後フォローしていく。 

なお、埋設事業部の事象については７月２２日に、再処理事業部の事象に

ついては８月１１日に、全社の会議体において周知を図った。 

 

（２）電力各社に対し、電気事業連合会の会議体等を通じて本事象の原因と対 

策について情報提供する。 

 

以 上 



個人線量計未着用等に係る直接要因と再発防止対策

添付資料－１

①協力会社作業員Ａは、非管理区域での作業を指揮した後、管
理区域の作業を引き続き指揮する必要があったため急いでおり、
うっかりＥＰＤを入退域管理装置に置き忘れた。

②ＥＰＤの着用を指導している請負事業者等に対する放射線管理
に関する実務教育の頻度が少なかった。

③入退域管理装置にＥＰＤを置く際に、ＥＰＤに付いている首紐が
短かったため、首紐を首にかけずに入退域管理装置にＥＰＤを置
いた。

④ＥＰＤの着用状況をチェックすることを促すため、入退域管理装
置及び管理区域の入口に注意掲示をしているが、目立たないた
め効果的な注意喚起ではなかった。

⑤入退域管理装置は、ＥＰＤを置き忘れることを想定した設計とは
なっておらず、置き忘れていても管理区域側に扉が開く構造で
あった。

①置き忘れのＥＰＤに対して、入域者が忘れたものか、退域者が
忘れたものかについて確認することは、社内規程で定められてい
なかった。

社内規程を改正し、置き忘れのＥＰＤがあった場合には、入
域者が忘れたものか、退域者が忘れたものかをＥＰＤの管理
番号を入退域管理計算機で検索することにより確認すること
を定めるとともに、当該計算機の目的や機能について放射線
管理課員に教育を実施する。（９月末までに実施する）
なお、７月２３日、放射線管理課員を対象に、本事象について
周知し、置き忘れのＥＰＤに対する状態確認の必要性を認識
させた。

②ＥＰＤを着用することは当然であり、退域者が充電器へ戻し忘
れたと思い込んでいたため、ＥＰＤの状態確認をせずに充電器に
戻した。当該ＥＰＤを誰がどのような状態（入域時または退域時）
で忘れたか、ＥＰＤの管理番号を出入管理計算機で検索すること
により、直ちに確認することが可能であるが、その確認をしておら
ず、通常とは異なる事象に対して常に安全を問いかける姿勢が欠
けていた。

必ずしも社内規程で明記していなくても、通常とは異なる事象
に対して常に安全を問いかける姿勢を持つよう、安全文化の
醸成の中で意識付けていく。

①法令報告事項について、速やかに廃棄物取扱主任者及び埋設
事業部長に報告するために報告対象事象を社内規程に定めてい
る。一方、保安規定では、廃棄物取扱主任者の職務として「保安
の監督に関して必要なこと」と定めているが、法令報告対象以外
の保安に影響するようなＥＰＤの未着用については、社内規程で
廃棄物取扱主任者へ報告するように規定していなかった。

今回のＥＰＤ未着用を含め、法令報告事象以外であっても保
安上重要な要件（保安設備が運転継続できない場合や異常
停止した場合など）について社内規程を点検し、廃棄物取扱
主任者及び埋設事業部長に報告することが定められていな
い事項については報告するよう社内規程を改正する。（９月
末までに実施する）

②通常とは異なる事象が発生した場合に、社内規程で明確に記
載されていなくても速やかに報告するという意識が個人によって
差があり、「報告、連絡、相談」が十分でなかった。

必ずしも社内規程で明記していなくても、保安規定に抵触す
る可能性のある事象等、通常とは異なる事象が発生した場
合、「報告、連絡、相談」を適切に行えるように、安全文化の
醸成の中で意識付けていく。

③不適合について、不適合事象と不具合事象にグレード分けして
おり、どの事象に該当するか判断に時間を要した。不適合を不適
合事象と不具合事象にグレード分けを行っていたことと、不適合
事象を判断するための事象分類例が、保安規定に抵触する可能
性のある事象を反映しておらず、不十分だった。

不適合としてグレード分けをしている不適合事象と不具合事
象を、不適合として一元管理するとともに、不適合を判断する
際の事象分類例を見直し、早急に不適合の判断ができるよう
不適合管理に関する社内規程を改正する。（９月末までに実
施する）

④不適合管理に関する社内規程では、要求事項を満足しない事
象等、不適合事象か不具合事象か判断するために、品質保証担
当部署と協議することを規定しているが、いつまでに品質保証担
当部署と協議するのか期限を設けていなかった。

要求事項を満足しない事象等、通常と異なる事象が発生した
場合、早急に不適合の判断をするために、速やかに品質保
証担当部署と協議するよう不適合管理に関する社内規程を
改正する。（９月末までに実施する）

７月２３日に臨時の埋設事業部安全朝礼を実施し、埋設事業
部員に対して「報告、連絡、相談」の徹底等安全意識の高揚
を図った。

７月２４日に埋設施設の保安に係わる埋設事業部員を対象
に、品質保証室による安全文化の醸成に係る特別教育を実
施し、再処理事業部での保安規定違反を例にとり、「常に安
全を問いかける姿勢」、「報告、連絡、相談」の重要性を再徹
底した。また、品質保証室による特別教育の未受講者に対し
ては、品質保証課による追加教育を実施する。（９月上旬ま
でに実施する）

本年５月から展開している「安全基盤強化に向けた全社アク
ションプラン」において、管理職から担当者までの全員に効果
が行き渡っていない点や参加の形態が受身的であるなどの
課題を踏まえ、管理職から担当者までのひとりひとりが具体
的に自分のこととして「報告、連絡、相談」及び「安全確保の
徹底」(「万が一」を想定し「最悪に備える」)に関する目標や意
気込みを宣言し、それを持ち寄って埋設事業部で小グループ
単位の意見交換会を開催する。(８月末までに１回実施し、今
後も継続的に実施する)

安全文化の醸成の定着を図るため、上記の小グループ単位
での意見交換会での結果を「安全基盤強化に向けた全社ア
クションプラン」の具体的展開に含めて継続的に確実に実行
していく。

（１）ＥＰＤ未着用で管理
区域に入域したこと

（２）置き忘れのＥＰＤに
対して状態確認をしな
かったこと

（３）事象発生後速やか
に廃棄物取扱主任者へ
報告しなかったこと

廃棄物埋設施設
個人線量計(EPD)未着用
事象
（2009年7月16日発生）

再発防止対策

今回の事象に共通する要因としては、通常とは異なる事象が発生
した場合の「常に安全を問いかける姿勢」、「報告、連絡、相談」が
十分ではなかった。
安全文化に関しては、保安規定の第３条の４の３（安全文化の醸
成）において安全文化を醸成するための活動に関する規定があ
り、品質マネジメントシステムにて実施していたが、安全に対する
意識や迅速な報告に関し不十分な点がある。
また、本年5月から「安全基盤強化に向けた全社アクションプラン」
を展開し、１年間の取り組み計画を立て活動しており、埋設事業
部長参加による管理職および担当者との意見交換会や埋設事業
部の業務に対する視野を広げるための部門間研修などを実施し
ている。
しかしながら、取り組みから日が浅く、管理職から担当者までの全
員に効果が行き渡っていない点や参加の形態が受身的であるな
どの課題が見出され、ひとりひとりが具体的に自分のこととしてア
クションプランを考えるような取り組みが不足していた。

（４）問題点①～③に共
通する要因（安全文化）

事　　象
出来事流れ図から明ら

かになった問題点
直接要因

（１）恒久的な対策
①入退域管理装置について、管理区域の入退域時にＥＰＤを
入退域管理装置から取り上げないと扉が開かないように置き
忘れ防止対策を実施する。（２０１０年３月末までに実施する）
ただし、この対策の実施までは時間を要するため、それまで
の間の対策として、作業員入域時のＥＰＤの着用をチェックす
るための監視員を配置した。（７月１８日から継続実施中）
②請負事業者等に対する放射線管理に関する実務教育の
頻度を、1回／３年から1回／年に見直す。（社内規程の改正
を９月末までに実施する）（添付資料－８）

（２）補助的な対策
①ＥＰＤを首から下げたまま入退域管理装置に置けるように
長い首紐に変更した。また、充電器からＥＰＤを取り外した後
は、すぐに首紐を首にかけて外さないよう周知した。（長い首
紐への変更は８月３日に実施済み。首紐を外さない周知は７
月２４日に実施済み）
②入退域管理装置及び管理区域の入口に、ＥＰＤの着用に
ついての注意喚起を目立つように掲示した。（７月２３日に実
施済み）
③安全推進協議会（埋設事業部）において、関係する全ての
協力会社に埋設事業部長名で入域手順の徹底について再
周知した。（７月２１日に実施済み）
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個人線量計未着用等に係る直接要因と再発防止対策

添付資料－１

再発防止対策事　　象
出来事流れ図から明ら

かになった問題点
直接要因

①作業者名簿申請時において、元請会社および協力会社の作業
責任者並びに当該作業者は、作業担当課へ申請する作業者名簿
の作成を口頭でやりとりをしていたので記憶が曖昧となり、当該作
業者は、自分は他の建屋と同様に当該建屋の作業者名簿に登録
されていると思い込んだ。

作業者名簿登録完了の通知を行うことを９月末までにルール
化する。
①作業担当課は、放射線安全課より返却される作業者名簿
の写しを元請会社に配付する。また、元請会社は作業者名
簿の登録情報の管理を行うと共に協力会社へ情報の提供を
行う。

②作業着手前において、作業関係者（作業担当課・元請会社・協
力会社）は、当日の作業者の管理区域の入域資格を確認せず、
曖昧な状態で作業着手した。

未申請者が管理区域へ入域しないことを守らせる仕組みを９
月末までに構築する。
①作業担当課は、元請会社に対し放射線管理仕様書に記載
されている「作業者名簿の提出」を遵守するよう指導する。
②（１）－①の対策に加え、元請会社・協力会社において、作
業着手前に作業者名簿の申請・登録が済んでいることを各
社の作業責任者が確認する。
③作業担当課は、作業者名簿で承認された者が管理区域に
立ち入りしていることを元請会社から提示された記録等によ
り確認する。

①放射線安全課は、台帳による出入管理方法として、放射線業
務従事者であること（線量評価用個人線量計を持っていること）及
び台帳に必要事項（中央登録番号、所属、氏名、作業計画番号
等）を記載できることを管理区域入域の条件としていたため、作業
者の勘違いや思い込みにより記載した場合に入域を防げる仕組
みになっていなかった。

管理区域入域前に最新の作業者名簿の登録状況で確認で
きる方法を確立する。
具体的には、放射線安全課は、次回以降ＥＣＤまたは計算機
を停止することによって台帳管理する場合は、作業者が台帳
に記載した事項を、計算機に登録されている作業者名簿また
は計算機から取り出した作業者名簿と照合することにより、
作業者が管理区域に入域する前に審査する。
なお、ＥＣＤまたは計算機を停止する場合は、これまでと同様
に管理区域入域者の少ない時間帯に実施する等の配慮を行
う。

②放射線安全課は、作業者の管理区域退域後に台帳の記録を
計算機入力していたため、作業者名簿との照合が事後になった。

（２）－①の対策と同じ

③放射線安全課は、過去に入退域管理装置(ＥＣＤ)で作業件名未
登録により管理区域に作業者が入域できない事象があったことを
認識していたが、台帳による管理をした際に登録されていない作
業者が管理区域に入域するリスクが発生していることを考慮する
ことができず、危機管理意識が甘かった。

（２）－①の対策に加え、次回以降ＥＣＤまたは計算機を停止
することによって台帳管理する場合は、事前に放射線安全課
から作業担当課、作業担当課から各協力会社に周知するこ
とにより、作業者自身が作業者名簿に登録されていることを
事前に確認させる。

①線量評価用個人線量計とＡＰＤの着用とその確認手順、ＥＣＤ
操作方法といった管理区域入域までの手順が統一、徹底されて
いなかった。

管理区域入域手順を下記のとおり統一、徹底し、線量評価用
個人線量計とＡＰＤが確実に着用されるようにする。（９月末
まで）
再処理事業所には、建屋により新型ＥＣＤと旧型ＥＣＤの２種
類のＥＣＤがあることから、以下にＥＣＤの種類毎の入域手順
を示す。
①新型ＥＣＤの入域手順
○作業者は、個人認証カード、線量評価用個人線量計及びＡ
ＰＤを、首から下げた後、ＥＣＤ入域操作前に被服の決められ
たポケットにそれぞれ入れ、被服のファスナーを上げる。
○作業者は、ＥＣＤ手前で線量評価用個人線量計及びＡＰＤ
の着用状況、被服のファスナー位置を自己確認した後、ＥＣＤ
の入域操作を行う。このため、新たに自己確認を行うための
エリアをＥＣＤの手前に設置する。もし、個人認証カードやＡＰ
Ｄの読み取り不良が発生した場合は、着用している個人認証
カードやＡＰＤを被服から取り出すことはせず、一度ＥＣＤから
退出し、アテンダント員の指示を仰ぐ。
②旧型ＥＣＤの入域手順
○作業者は、個人認証カード、線量評価用個人線量計及びＡ
ＰＤを、ＥＣＤ入域操作前に首から下げた後、ＥＣＤの入域操
作を行う。
○ＥＣＤ通過後、線量評価用個人線量計及びＡＰＤを直ぐに
被服の決められたポケットに入れ、被服のファスナーを上げ
る。線量評価用個人線量計及びＡＰＤの着用状況、被服の
ファスナー位置の確認をその場で行う。このため、新たに自
己確認を行うためのエリアをＥＣＤ通過後の場所に設置す
る。

②ＥＣＤのＡＰＤ通信部にＡＰＤを置くことができる構造となってい
た。

新型ＥＣＤについて、入域操作時にＡＰＤ通信部にＡＰＤを置
いたまま操作できる構造となっていることから、ＡＰＤ通信部
にＡＰＤを置けないような構造上の対策を行う（８月１１日実施
済み）。

③過去の事例を受けた再発防止対策を周知していたが、遵守状
況の監視、厳重な指導等、定着化させるような措置を講じていな
かった。また、線量評価用個人線量計とＡＰＤを着用することの重
要性についての教育が不十分であった。

①再発防止対策を反映し改正した管理区域入域手順を、今
後実施する保安教育に反映する。（９月末まで）
②線量評価用個人線量計とＡＰＤの着用の重要性に係る教
育として、今後実施する保安教育の中に今回の事例の紹介
を加えて教育資料を改正する。（９月末まで）
③今回の事例及び再発防止対策を安全推進協議会（再処理
事業部）において、社内及び関係する協力会社に周知する
（８月１１日開催）。

④過去の事例を受けた再発防止対策が実施されていることの確
認が不十分であった。

本手順が定着するまでの期間、主要な出入管理室において
監視員による遵守状況の確認を行い、手順の徹底を図るとと
もに、手順が定着した以降も定期的に遵守状況の確認を行
う。

⑤廃棄物埋設施設の事象を受けて、再処理事業所でも同様の事
象が直ぐに発生するかもしれないという危機管理意識に甘さが
あった。

廃棄物埋設施設で発生した事象に係る水平展開を業務連絡
や口頭での注意喚起で行ったが、それでは不十分であったこ
とから、今後管理区域の入退域管理に関する同様の事象が
発生した場合を想定し、その影響についてディスカッションを
行い、危機管理意識の向上を図る。（９月末まで）

（２）ＡＰＤを所持してい
なかったことに気付かな
かったこと

①線量評価用個人線量計とＡＰＤの着用とその確認手順、ＥＣＤ
操作方法といった管理区域入域までの手順が統一、徹底されて
いなかった。

（１）－①～⑤の対策と同じ

（１）ＡＰＤをＥＣＤから取
り忘れたこと

再処理施設
個人線量計(APD)未着用
事象
（2009年8月11日発生）

（１）作業者名簿に登録
されていないまま管理
区域に入域したこと

（２）作業者名簿に登録
されていない作業者を
管理区域に立ち入らせ
たこと

再処理施設
未登録作業者入域事象
（2009年8月7日発生）
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同様の事象のこれまでの発生実績（個人線量計の未着用事象） 
 

個人線量計着用状況 
施設名 事象発生日 

線量評価用
個人線量計

警報付ポケ
ット線量計 

不適合処

理の有無 

加工施設 平成 7 年 2 月 9 日 着 用 未着用 － 

加工施設 平成 7 年 4 月 29 日 着 用 未着用 － 

加工施設 平成 7 年 10 月 16 日 着 用 未着用 － 

加工施設 平成 7 年 11 月 8 日 未着用 未着用 － 

加工施設 平成 16 年 10 月 29 日 未着用 ― 無 

加工施設 平成 16 年 12 月 1 日 未着用 ― 無 

加工施設 平成 17 年 11 月 8 日 未着用 ― 無 

濃

縮

・

埋

設

事

業

所 

埋設施設 平成 19 年 3 月 19 日 未着用 ― 無 

再処理施設 平成 19 年 4 月 20 日 未着用 着 用 有 

再処理施設 平成 19 年 4 月 30 日 着 用 未着用 無 

再処理施設 平成 19 年 11 月 22 日 着 用 未着用 無 

廃棄物管理施設 平成 19 年 12 月 21 日 未着用 着 用 有 

再

処

理

事

業

所 
再処理施設 平成 20 年 9 月 23 日 着 用 未着用 無 

 
注１ 記録の残っている範囲において調査 
（調査期間） 
 濃縮・埋設事業所：平成７年２月～平成２１年７月 
 再処理事業所：平成１５年４月～平成２１年７月 
 
注２ 濃縮・埋設事業所の個人線量計は、平成１６年７月よりそれまでの線量評

価用個人線量計を廃止し、代わりにそれまでの警報付ポケット線量計を線

量評価用個人線量計として使用している。 
 
注３ 不適合処理の有無欄の「－」は、不適合処理に関するルールがなかった

ことを示す。それ以外は、いずれも発生当時の不適合処理のルールに従って

不適合としての処理の必要性を判断している。 

添付資料－２ 
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個人線量計未着用等に係る共通要因の分析結果 添付資料－３

①協力会社作業員Ａは、非管理区域での作業を指揮した後、管理区域の作
業を引き続き指揮する必要があったため急いでおり、うっかりＥＰＤを入退域
管理装置に置き忘れた。 ●7.5.1「業務の管理」

②ＥＰＤの着用を指導している請負事業者等に対する放射線管理に関する
実務教育の頻度が少なかった。

●6.2.2「力量,教育・訓
練及び認識」

③入退域管理装置にＥＰＤを置く際に、ＥＰＤに付いている首紐が短かった
ため、首紐を首にかけずに入退域管理装置にＥＰＤを置いた。 ●7.5.1「業務の管理」 （２）「業務に対する要求事項の明確化」及び「業務の管理」

④ＥＰＤの着用状況をチェックすることを促すため、入退域管理装置及び管
理区域の入口に注意掲示をしているが、目立たないため効果的な注意喚起
ではなかった。 ●7.5.1「業務の管理」

①置き忘れの個人線量計（未着用で管理区域に入域）に対して状
態確認をしなかったことは、組織内の業務に必要なプロセス及び
文書がなく、通常とは異なる事象が発生した場合の対応が明確で
はなかった。

（２）本来、活動を達成するためのルール・手順は、マニュアル
類に規定されていなければならない。組織内における放射線管
理に係る業務に関し、通常とは異なる事象が発生した場合の要
求事項を明確化し、作業手順を十分に具体化することが行わ
れていなかった。

⑤入退域管理装置は、ＥＰＤを置き忘れることを想定した設計とはなってお
らず、置き忘れていても管理区域側に扉が開く構造であった。

●7.5.1「業務の管理」

②常に最悪の事態を想定するという姿勢（異常時は些細な事象
変化にも最悪状態を疑い、確たる証拠が得られるまで否定しな
い）が不十分で、個人線量計の未着用等を推定できず必要な措
置がとられなかった。

（３）個人線量計の未着用等を推定できず必要な措置がとられ
なかったことは、常に最悪の事態を想定するという姿勢が不十
分であった。

①置き忘れのＥＰＤに対して、入域者が忘れたものか、退域者が忘れたもの
かについて確認することは、社内規程で定められていなかった。 ●7.2.1「業務に対する

要求事項の明確化」

②ＥＰＤを着用することは当然であり、退域者が充電器へ戻し忘れたと思い
込んでいたため、ＥＰＤの状態確認をせずに充電器に戻した。当該ＥＰＤを
誰がどのような状態（入域時または退域時）で忘れたか、ＥＰＤの管理番号
を出入管理計算機で検索することにより、直ちに確認することが可能である
が、その確認をしておらず、通常とは異なる事象に対して常に安全を問いか
ける姿勢が欠けていた。

●7.2.1「業務に対する
要求事項の明確化」

①法令報告事項について、速やかに廃棄物取扱主任者及び埋設事業部長
に報告するために報告対象事象を社内規程に定めている。一方、保安規定
では、廃棄物取扱主任者の職務として「保安の監督に関して必要なこと」と
定めているが、法令報告対象以外の保安に影響するようなＥＰＤの未着用
については、社内規程で廃棄物取扱主任者へ報告するように規定していな
かった。

●7.2.1「業務に対する
要求事項の明確化」

④組織内において業務を管理された状態で実施しなければならな
いが、個人線量計の置き忘れ防止及び未登録者の管理区域入域
防止に関して適切な設備及び作業手順が利用できる状態でなく、
個人線量計の置き忘れ防止及び未登録者の管理区域入域防止
に関する設備及び手順の計画が十分でなかった。

（５）組織内において、業務を管理された状態で実施するための
設備や手順の検討に当たって、通常とは異なる事象が発生した
場合も想定に含めるというリスク管理上の感度が不足してい
た。

（４）設備や手順の検討において、通常とは異なる事象
が発生した場合も想定に含めるというリスク管理上の
感度を上げる。
    （２）の対策と同じ。

②通常とは異なる事象が発生した場合に、社内規程で明確に記載されてい
なくても速やかに報告するという意識が個人によって差があり、「報告、連
絡、相談」が十分でなかった。

●7.2.1「業務に対する
要求事項の明確化」

③不適合について、不適合事象と不具合事象にグレード分けしており、どの
事象に該当するか判断に時間を要した。不適合を不適合事象と不具合事象
にグレード分けを行っていたことと、不適合事象を判断するための事象分類
例が、保安規定に抵触する可能性のある事象を反映しておらず、不十分

●8.3「不適合管理」

④不適合管理に関する社内規程では、要求事項を満足しない事象等、不適
合事象か不具合事象か判断するために、品質保証担当部署と協議すること
を規定しているが、いつまでに品質保証担当部署と協議するのか期限を設
けていなかった。

●8.3「不適合管理」

①作業者名簿申請時において、元請会社および協力会社の作業責任者並
びに当該作業者は、作業担当課へ申請する作業者名簿の作成を口頭でや
りとりをしていたので記憶が曖昧となり、当該作業者は、自分は他の建屋と
同様に当該建屋の作業者名簿に登録されていると思い込んだ。

●7.2.1「業務に対する
要求事項の明確化」

②作業着手前において、作業関係者（作業担当課・元請会社・協力会社）
は、当日の作業者の管理区域の入域資格を確認せず、曖昧な状態で作業
着手した。

●7.5.1「業務の管理」

①放射線安全課は、台帳による出入管理方法として、放射線業務従事者で
あること（線量評価用個人線量計を持っていること）及び台帳に必要事項
（中央登録番号、所属、氏名、作業計画番号等）を記載できることを管理区
域入域の条件としていたため、作業者の勘違いや思い込みにより記載した
場合に入域を防げる仕組みになっていなかった。

●7.2.1「業務に対する
要求事項の明確化」

②放射線安全課は、作業者の管理区域退域後に台帳の記録を計算機入力
していたため、作業者名簿との照合が事後になった。 ●7.5.1「業務の管理」

③放射線安全課は、過去にＥＣＤで作業件名未登録により管理区域に作業
者が入域できない事象があったことを認識していたが、台帳による管理をし
た際に登録されていない作業者が管理区域に入域するリスクが発生してい
ることを考慮することができず、危機管理意識が甘かった。

●7.5.1「業務の管理」

（１）線量評価用個人線量計とＡＰＤの着用とその確認手順、ＥＣＤ操作方法
といった管理区域入域までの手順が統一、徹底されていなかった。 ●7.2.1「業務に対する

要求事項の明確化」

（２）ＥＣＤのＡＰＤ通信部にＡＰＤを置くことができる構造となっていた。
●7.5.1「業務の管理」

③過去の事例を受けた再発防止対策を周知していたが、遵守状況の監視、
厳重な指導等、定着化させるような措置を講じていなかった。また、線量評
価用個人線量計とＡＰＤを着用することの重要性についての教育が不十分
であった。

●6.2.2「力量,教育・訓
練及び認識」

（４）過去の事例を受けた再発防止対策が実施されていることの確認が不十
分であった。

●8.5.2「是正処置」
●8.5.3「予防処置」

（５）廃棄物埋設施設の事象を受けて、再処理事業所でも同様の事象が直
ぐに発生するかもしれないという危機管理意識に甘さがあった。

●8.5.2「是正処置」
●8.5.3「予防処置」

（２）ＡＰＤを所持していな
かったことに気付かな
かったこと

（１）線量評価用個人線量計とＡＰＤの着用とその確認手順、ＥＣＤ操作方法
といった管理区域入域までの手順が統一、徹底されていなかった。

●7.2.1「業務に対する
要求事項の明確化」

過去に発生した同様の事
象

●8.3「不適合管理」
●8.5.2「是正処置」
●8.5.3「予防処置」

（３）個人線量計を着用せずに管理区域に入域する事
象が発生した場合には、速やかに主任者に報告する
等の具体例をあげて、情報共有の重要性について課・
グループ員全員で討議する。
（「安全基盤強化に向けた全社アクションプラン」の具体
的展開の中で実施中）

（５）個人線量計の未着用など、放射線管理に関する保
安規定上の要求事項を結果的に満足しないおそれの
ある事象については、確実に不適合管理の対象となる
よう、９月末までに各事業部の不適合管理に関する要
領を見直す。

共通要因に対する対策

（２）保安規定の下部規程、手順書、マニュアル類につ
いては、安全確保に係る記載をさらに充実させる。ま
た、通常と異なる事象の発生も想定して、手順書の作
成ができるようなリスク感覚を下記の例に示す方法を
通じて養う。
①各課の安全技術担当を通じたリスクアセスメント教育
を各課内で展開する。
②当社が作業着手前の協力会社のTBM・KYに適宜参
加し、関係者のリスクアセスメント技術・技能の向上に
対する指導・助言を行う。
（「安全基盤強化に向けた全社アクションプラン」の具体
的展開の中で実施中）

事　　象
出来事流れ図から明らか

になった問題点
直接要因

③置き忘れの個人線量計（未着用で管理区域に入域）の発見及
び個人線量計の未着用の報告を組織内の関係者に速やかにしな
かったことは、報告の判断基準が明確になっていなかったため、
組織内のコミュニケーションが必ずしも確実に行われず、情報共
有が十分でなかった。

（１）「力量、教育・訓練及び認識」
①個人線量計未着用で管理区域に入域したことは、自らの活動
のもつ意味及び重要性を認識して決められたルールを遵守する
意識、及び、自らの安全は自ら守るとの意識の醸成に関する教育
が不足していた。

②過去の事象の再発防止対策に係る教育の内容が、過去の教
訓を汲み取って浸透させる上で不十分だった。

直接要因及びこれまでの発生実績から導かれる品質保証上の
共通の問題点

JEAC4111との対応

再処理施設
個人線量計未着用事象
（2009年8月11日発生）

（１）ＥＰＤ未着用で管理区
域に入域したこと

（２）置き忘れのＥＰＤに対
して状態確認をしなかっ
たこと

（３）事象発生後速やかに
廃棄物取扱主任者へ報
告しなかったこと

（１）作業者名簿に登録さ
れていないまま管理区域
に入域したこと

廃棄物埋設施設
個人線量計未着用事象
（2009年7月16日発生）

再処理施設
未登録作業者入域事象
（2009年8月7日発生）

（３）「不適合管理」及び「是正処置」並びに「予防処置」
①廃棄物埋設施設の管理区域における作業員の個人線量計の
未着用について、水平展開（是正処置及び予防処置）の取組みが
十分には機能せず、同様な事象が再処理事業部で発生した。

②各事業部で発生した不適合について、他の施設への水平展開
要否の判断基準が明確でなかったため、過去に発生した個人線
量計未着用事象が水平展開の対象とならなかった。

③過去に発生した個人線量計の未着用事象は、一部を除き不適
合として処理すべき対象となっていなかった。

④過去に発生した個人線量計の未着用の発生原因の究明が不
十分であり、人間の特性（慣れ、うっかり）を踏まえた実効性のあ
る設備面の是正・予防処置が十分に講じられていなかった。

共通要因の分析結果

注：略称説明
　・EPD：廃棄物埋設施設において使用している個人線量計
　・ECD：入退域管理装置（管理区域への入退域手続きを行う機器）
　・APD：再処理施設において使用している警報付ポケット線量計

一部を除き不適合として処理すべき対象となっておらず、再発防止対策の検討・実施も不十分であっ
た。
いずれの事象も、他の施設への水平展開が図られていなかった。

（２）作業者名簿に登録さ
れていない作業者を管理
区域に立ち入らせたこと

（１）ＡＰＤをＥＣＤから取り
忘れたこと

（６）個人線量計の未着用という保安に係わる事象が「不適合」
として確実に取り上げられるようなルールとなっていなかった。
このため、是正処置の実施及び水平展開が十分に行われな
かった。

（４）放射線管理に関する情報については、組織内の関係者に
確実に情報共有が図られなければならない。通常とは異なる事
象が発生した場合の「報告、連絡、相談」や情報共有が不足し
ていた。

（１）放射線管理に関する保安教育では、個人線量計の着用の
義務付けを教育しているが、決めたルールは守るということの
徹底が不十分であった。また、個人線量計の着用手順は周知
していたが、その手順が定着していることの確認が十分でな
かった。

（１）放射線管理に関する保安教育の中で、決めたルー
ルはしっかり守るということを強調して伝えるため、社
会的影響を含めた過去の事例及び自らの身を守ると
いう目的等を盛り込むよう、９月末までに教育資料を見
直す。また、個人線量計の着用手順の定着が図られる
までは、主要な出入管理室に監視員を配置する。
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別添資料－１ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

濃縮・埋設事業所 廃棄物埋設施設の管理区域における 
作業員の個人線量計の未着用について（報告） 
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１．はじめに 

本報告は、本年７月１６日に低レベル廃棄物管理建屋において、協力会社

作業員１名が誤って個人線量計注１（以下、「ＥＰＤ」という。）を着用せずに

放射線管理区域へ入域し、本事象の発生後速やかに廃棄物取扱主任者へ報告

しなかったことについて、原因究明及び再発防止対策等をとりまとめたもの

である。 
 

注 1:個人線量計とは、管理区域内作業時に作業員の被ばく線量と入

域時間を管理する機器で、胸ポケット（女性については腹部ポ

ケット）に入れて携行する。 

 

２．事象の概要 

    ７月１６日（木）１０時０５分に、協力会社作業員Ａ（現場指揮者）が入

退域管理装置（管理区域への入退域手続きを行う機器）にＥＰＤを置き、入

域手続きを実施したが、この際、入退域管理装置にＥＰＤを置き忘れて管理

区域に入域した。 
  別会社の作業員Ｂが置き忘れているＥＰＤを発見し、巡視点検をしていた

当社放射線管理課員Ｃへ置き忘れのＥＰＤを手渡した。ＥＰＤを手渡された

当社放射線管理課員Ｃは、管理区域から退域した作業員が充電器へ戻し忘れ

たＥＰＤだと思い込み、受け取ったＥＰＤを充電器に戻した。 
１２時１０分に、ＥＰＤを置き忘れた協力会社作業員Ａより、ＥＰＤ未着

用だったと当社放射線管理課員Ｃへ連絡があった。当社放射線管理課員Ｃは、 
当社放射線管理課員Ｄ（課長代行）へ状況を説明した。 

当社放射線管理課員Ｄは、ＥＰＤを置き忘れた協力会社作業員Ａと同一場

所で作業した作業員の被ばく線量が０．００ｍＳｖであることを確認した後、

本事象を当社放射線管理課長へ報告した。 
７月１７日（金）８時００分、協力会社作業員Ａが所属する協力会社の朝

のミーティングにおいて、協力会社の放射線管理責任者は、ＥＰＤの着用を

周知徹底した。 
９時００分、当社放射線管理課長は社内規程に定める不適合注２の処置を実

施する必要があることから、不適合事象か不具合事象か判断するために、品

質保証担当部署に相談した。品質保証担当部署は、不適合事象か不具合事象

かの判断には至らなかった。また、当社放射線管理課長に廃棄物取扱主任者

への報告を促すことまでは考えが及ばなかった。 
 
注２:不適合とは、社内規程では製品品質（原子力安全を含む。）へ

の影響の度合いが大きい不適合事象、例えば保安規定で規定す
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る要求事項を満たしていない場合と、不適合事象以外で製品品

質（原子力安全を含む。）へ影響のある不具合事象をいい、それ

らの事象分類及び具体的な事象例は、同規程で定めている。 

 
１４時００分に、当社放射線管理課長は、本事象について、保安規定で規

定する「ＥＰＤを着用することを遵守させる措置」として放射線管理教育の

実施や現場への掲示をしているものの、結果としてＥＰＤの未着用が発生し

たことから、本事象を廃棄物取扱主任者へ報告し、保安規定上の取り扱いを

相談した。その後、廃棄物取扱主任者は放射線管理上重要な事象であると判

断し、保安検査官へ報告した。（添付資料－１、２、３） 
 
３．被ばく線量の評価結果 

 放射線管理課長は、協力会社から提出された「臨時線量測定評価報告書」

について、出入管理計算機から出力された出入管理日報と照合し、置き忘れ

た協力会社作業員Ａと、その日に同一場所で作業した他の作業員７名のＥＰ

Ｄの測定値を確認したところ、いずれも０．００ｍＳｖであったことから協

力会社作業員Ａの被ばくはないと評価した。 
また、協力会社作業員Ａは放射性物質を取扱う作業に従事しておらず、作

業エリアの線量はバックグラウンドレベルであることも確認している。 
なお、当日、管理区域内に入域した全ての作業員３４名のＥＰＤの測定値

を確認したところ、いずれも０．００ｍＳｖであり被ばくはなかった。 
 

４．事実関係の調査結果 

本事象に至った経緯について、出来事流れ図（事実関係を業務の順に整理

したもの）を作成し、その結果から、次の３項目の問題点が抽出された。（添

付資料－４） 

問題点① ＥＰＤ未着用で管理区域に入域したこと 

問題点② 置き忘れのＥＰＤに対して状態確認をしなかったこと 

問題点③ 事象発生後速やかに廃棄物取扱主任者へ報告しなかったこと 
各項目について聞き取り調査を行った結果、以下のとおりであった。 

 

（１）ＥＰＤ未着用で管理区域に入域したことについて 

協力会社作業員Ａは定期点検の現場指揮者として、当日、定期点検に必

要な資機材を非管理区域から管理区域内に搬入する作業の確認をした後、

管理区域へ移動し、定期点検作業の現場指揮をしようとして急いでいた。 

管理区域への入域に当たっては、入退域管理装置に管理区域立入登録証

を通し、ＥＰＤを置いて入域手続きを完了したが、ＥＰＤを入退域管理装



 3  

置に置き忘れたまま管理区域に入域した。 

管理区域から退域する際、初めてＥＰＤを未着用であることに気づいた。 
当社放射線管理課員Ｄは、同一場所で作業した作業員の被ばくがなかっ

たこと及び協力会社作業員ＡがＥＰＤの未着用を自ら気づき連絡してきた

ことから不注意によるものと考え、作業の継続実施に問題がないと判断し

た。 
 

（２）置き忘れのＥＰＤに対して状態確認をしなかったことについて 

当社放射線管理課員Ｃは、置き忘れのＥＰＤを発見した別会社の作業員

ＢよりＥＰＤを受け取った。置き忘れのＥＰＤを確認した場合は、当該Ｅ

ＰＤを誰がどのような状態（入域時または退域時）で忘れたか、ＥＰＤの

管理番号を出入管理計算機で検索することにより、直ちに確認することが

可能であり、当社放射線管理課員Ｃはそのことを知っていたが、入域時は

ＥＰＤを着用することが当然のことであることから、退域時に置き忘れた

と思い込み、その確認を行うことをしなかった。 

 

（３）事象発生後速やかに廃棄物取扱主任者へ報告しなかったことについて 

協力会社作業員Ａより、ＥＰＤを未着用で管理区域に入域したと当社放

射線管理課員Ｃに連絡があった。 

   このことを報告された当社放射線管理課長は、社内規程に基づき臨時線

量評価を行い、その結果を報告するように当社放射線管理課員Ｄに指示す

るとともに、社内規程では本事象が廃棄物取扱主任者への報告事項となっ

ていないことを確認した。 

   事象発生の翌日、当社放射線管理課長は、本事象を事業部が定める不適

合の処置方法に則って適切に対応する必要があることから、不適合事象か

不具合事象か判断するために、品質保証担当部署に相談した。その結果、

品質保証担当部署は、本事象を判断するために事象分類例を参照したが、

不適合事象か不具合事象かの判断には至らなかった。また、品質保証担当

部署は、相談を受けた際、廃棄物取扱主任者への報告を促すことまでは考

えが及ばなかった。 

そのため、当社放射線管理課長は保安規定で規定する「ＥＰＤを着用す

ることを遵守させる措置」として放射線管理教育の実施や現場への掲示を

しているものの、結果として未着用が発生したことから本事象を廃棄物取

扱主任者へ報告し、保安規定上の取り扱いについて相談した。本事象が保

安規定に抵触する可能性のある事象と考えなかったために、速やかに廃棄

物取扱主任者へ報告しなかった。 
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５．要因分析 

４項で抽出した３つの問題点について、要因分析図に基づいて要因分析を

行った。（添付資料－５）その結果、各問題点の直接要因及び共通する要因と

に大別できた。以下にそれらを示す。 
 

５－１ 問題点①の直接要因 

保安規定第３５条（管理区域への出入管理）第６項には、個人線量計を

着用することを遵守させる措置を講じることを規定している。（添付資料－

６）この措置として、保安規定第５６条（保安教育）請負事業者等に対す

る放射線管理に関する実務教育（１回／３年）にてＥＰＤの着用について

教育している。また、管理区域入口にＥＰＤを着用するよう遵守事項掲示

板で注意喚起をしている。 
協力会社作業員Ａは、管理区域内の作業経験は約１５年以上あり、保安

規定に基づき必要な教育は受講していたが、結果としてＥＰＤ未着用事象

が発生したことは放射線管理上問題があった。 
以下に、ＥＰＤ未着用で管理区域に入域したことについての要因を示す。 

（１）協力会社作業員Ａは、非管理区域での作業を指揮した後、管理区域の

作業を引き続き指揮する必要があったため急いでおり、うっかりＥＰ

Ｄを入退域管理装置に置き忘れた。 

（２）ＥＰＤの着用を指導している請負事業者等に対する放射線管理に関す

る実務教育の頻度が少なかった。 

（３）入退域管理装置にＥＰＤを置く際に、ＥＰＤに付いている首紐が短か

ったため、首紐を首にかけずに入退域管理装置にＥＰＤを置いた。 

（４）ＥＰＤの着用状況をチェックすることを促すため、入退域管理装置及

び管理区域の入口に注意掲示をしているが、目立たないため効果的な

注意喚起ではなかった。 

（５）入退域管理装置は、ＥＰＤを置き忘れることを想定した設計とはなっ

ておらず、置き忘れていても管理区域側に扉が開く構造であった。 

 

５－２ 問題点②の直接要因 

当社放射線管理課員Ｃは、ＥＰＤを着用することは当然のことであり、

未着用で入域している可能性に考えが及ばなかった。置き忘れのＥＰＤに

対して、入域者が忘れたものか、退域者が忘れたものかを確認することに

ついて、安全に対する意識が高ければ、通常の状態とは違うことから、そ

のままＥＰＤを充電器に戻すのではなく、ＥＰＤの状態確認を行う姿勢が

あるべきであった。 
以下に、置き忘れのＥＰＤに対して状態確認をしなかったことについて
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の要因を示す。 
（１）置き忘れのＥＰＤに対して、入域者が忘れたものか、退域者が忘れた

ものかについて確認することは、社内規程で定められていなかった。 

（２）ＥＰＤを着用することは当然であり、退域者が充電器へ戻し忘れたと

思い込んでいたため、ＥＰＤの状態確認をせずに充電器に戻した。当

該ＥＰＤを誰がどのような状態（入域時または退域時）で忘れたか、 
ＥＰＤの管理番号を出入管理計算機で検索することにより、直ちに確

認することが可能であるが、その確認をしておらず、通常とは異なる

事象に対して常に安全を問いかける姿勢が欠けていた。 
 

また、ＥＰＤ未着用を確認した以降の対応においても、過去の事象発生

時の対応と同様に、同一場所で作業した作業員の被ばくがなかったこと及

び協力会社作業員ＡがＥＰＤを未着用であったことに自ら気づき連絡して

きたことから不注意によるものと考え、作業の継続実施に問題がないと判

断した。 
しかし、安全に対する意識が高ければ、事象発生後、速やかにＥＰＤ着

用の再徹底の周知を図ってから作業を再開すべきであった。 
 

５－３ 問題点③の直接要因 

本事象は、廃棄物取扱主任者の職務として保安規定に定められている「保

安の監督に関して必要なこと」の観点からも、速やかに廃棄物取扱主任者

に報告すべきであったが、社内規程では報告対象事象にはなっていなかっ

た。当社放射線管理課長は、ＥＰＤの未着用が廃棄物取扱主任者への報告

対象事象として社内規程に記載がなくても、本事象が保安規定に抵触する

可能性のある事象であり、通常とは異なる事象が発生したと考え、速やか

に報告すべきであった。 
また、品質保証担当部署は、本事象が保安規定に関連する事象と考え、

放射線管理課長から相談を受けた際、直ちに廃棄物取扱主任者への報告を

促すべきであった。 
以下に、事象発生後速やかに廃棄物取扱主任者へ報告しなかったことに

ついての要因を示す。 
（１）法令報告事項について、速やかに廃棄物取扱主任者及び埋設事業部長

に報告するために報告対象事象を社内規程に定めている。一方、保安

規定では、廃棄物取扱主任者の職務として「保安の監督に関して必要

なこと」と定めているが、法令報告対象以外の保安に影響するような

ＥＰＤの未着用については、社内規程で廃棄物取扱主任者へ報告する

ように規定していなかった。 
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（２）通常とは異なる事象が発生した場合に、社内規程で明確に記載されて

いなくても速やかに報告するという意識が個人によって差があり、

「報告、連絡、相談」が十分でなかった。 
（３）不適合について、不適合事象と不具合事象にグレード分けしており、

どの事象に該当するか判断に時間を要した。不適合を不適合事象と不

具合事象にグレード分けを行っていたことと、不適合事象を判断する

ための事象分類例が、保安規定に抵触する可能性のある事象を反映し

ておらず、不十分だった。 
（４）不適合管理に関する社内規程では、要求事項を満足しない事象等、不

適合事象か不具合事象か判断するために、品質保証担当部署と協議す

ることを規定しているが、いつまでに品質保証担当部署と協議するの

か期限を設けていなかった。 

 
５－４ 問題点①～③に共通する要因（安全文化） 

今回の事象に共通する要因としては、通常とは異なる事象が発生した場

合の「常に安全を問いかける姿勢」、「報告、連絡、相談」が十分ではなか

った。 
安全文化に関しては、保安規定の第３条の４の３（安全文化の醸成）に

おいて安全文化を醸成するための活動に関する規定があり、品質マネジメ

ントシステムにて実施していたが、安全に対する意識や迅速な報告に関し

不十分な点がある。（添付資料－７） 
また、本年 5 月から「安全基盤強化に向けた全社アクションプラン」注３

を展開し、１年間の取り組み計画を立て活動しており、埋設事業部長参加

による管理職及び担当者との意見交換会や埋設事業部の業務に対する視

野を広げるための部門間研修などを実施している。 
しかしながら、取り組みから日が浅く、管理職から担当者までの全員に

効果が行き渡っていない点や参加の形態が受身的であるなどの課題が見

出され、ひとりひとりが具体的に自分のこととしてアクションプランを考

えるような取り組みが不足していた。 
 
注３：安全基盤強化に向けた全社アクションプランとは、本年４月３０

日に経済産業省原子力安全・保安院に報告した「高レベル廃液ガ

ラス固化建屋固化セルにおける高レベル廃液の漏えいについて-

組織要因に関する分析(根本原因分析)-(追加報告)」の「組織要因

に係る対策のアクションプラン(安全基盤強化に向けた全社アク

ションプラン)」の取り組みである。同アクションプランでは、根

本原因分析の結果抽出された組織要因に対する対策として、安全
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文化の醸成を図ることを目的としており、具体的には、①コミッ

トメントとコミュニケーションの充実、及び結果の確認 ②教

育・訓練の充実等である。 

 

６．再発防止対策 

  要因分析結果に基づき、各問題点の直接要因に対する再発防止対策及び共

通する要因として抽出した安全文化に係る問題点に対する再発防止対策を以

下に示す。 

 

６－１ 問題点①に対する再発防止対策 

（１）恒久的な対策 

①入退域管理装置について、管理区域の入退域時にＥＰＤを入退域管

理装置から取り上げないと扉が開かないように置き忘れ防止対策

を実施する。（２０１０年３月末までに実施する） 

ただし、この対策の実施までは時間を要するため、それまでの間の

対策として、作業員入域時のＥＰＤの着用をチェックするための監

視員を配置した。（７月１８日から継続実施中） 

    ②請負事業者等に対する放射線管理に関する実務教育の頻度を、1 回

／３年から 1回／年に見直す。（社内規程の改正を９月末までに実施

する）（添付資料－８） 

 

（２）補助的な対策 

①ＥＰＤを首から下げたまま入退域管理装置に置けるように長い首

紐に変更した。また、充電器からＥＰＤを取り外した後は、すぐに

首紐を首にかけて外さないよう周知した。（長い首紐への変更は８

月３日に実施済み。首紐を外さない周知は７月２４日に実施済み） 

②入退域管理装置及び管理区域の入口に、ＥＰＤの着用についての注

意喚起を目立つように掲示した。（７月２３日に実施済み） 

③安全推進協議会（埋設事業部）において、関係する全ての協力会社

に埋設事業部長名で入域手順の徹底について再周知した。（７月２

１日に実施済み） 

 

６－２ 問題点②に対する再発防止対策 

（１）社内規程を改正し、置き忘れのＥＰＤがあった場合には、入域者が忘

れたものか、退域者が忘れたものかをＥＰＤの管理番号を出入管理計

算機で検索することにより確認することを定めるとともに、当該計算

機の目的や機能について放射線管理課員に教育を実施する。（９月末
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までに実施する） 

なお、７月２３日、放射線管理課員を対象に、本事象について周知し、

置き忘れのＥＰＤに対する状態確認の必要性を認識させた。 

（２）必ずしも社内規程で明記していなくても、通常とは異なる事象に対し

て常に安全を問いかける姿勢を持つよう、安全文化の醸成（６－４）

の中で意識付けていく。 

 

６－３ 問題点③に対する再発防止対策 

（１）今回のＥＰＤ未着用を含め、法令報告事象以外であっても保安上重要

な要件（保安設備が運転継続できない場合や異常停止した場合など）

について社内規程を点検し、廃棄物取扱主任者及び埋設事業部長に報

告することが定められていない事項については報告するよう社内規

程を改正する。（９月末までに実施する） 

（２）必ずしも社内規程で明記していなくても、保安規定に抵触する可能性

のある事象等、通常とは異なる事象が発生した場合、「報告、連絡、

相談」を適切に行えるように、安全文化の醸成（６－４）の中で意識

付けていく。 

（３）不適合としてグレード分けをしている不適合事象と不具合事象を、不

適合として一元管理するとともに、不適合を判断する際の事象分類例

を見直し、早急に不適合の判断ができるよう不適合管理に関する社内

規程を改正する。（９月末までに実施する） 

（４）要求事項を満足しない事象等、通常と異なる事象が発生した場合、早

急に不適合の判断をするために、速やかに品質保証担当部署と協議す

るよう不適合管理に関する社内規程を改正する。（９月末までに実施

する） 

 

６－４ 問題点①～③に共通する要因に対する再発防止対策（安全文化のより

一層の向上） 

安全文化、すなわち「原子力の安全問題に、その重要性にふさわしい注意

が必ず最優先で払われるようにするために、組織と個人が備えるべき統合さ

れた認識や気質であり、態度である。」を醸成するため、以下の対策を実施

していく。 

（１）７月２３日に臨時の埋設事業部安全朝礼を実施し、埋設事業部員に対

して「報告、連絡、相談」の徹底等安全意識の高揚を図った。 

（２）７月２４日に埋設施設の保安に係わる埋設事業部員を対象に、品質保

証室による安全文化の醸成に係る特別教育を実施し、再処理事業部で

の保安規定違反を例にとり、「常に安全を問いかける姿勢」、「報告、
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連絡、相談」の重要性を再徹底した。また、品質保証室による特別教

育の未受講者に対しては、品質保証課による追加教育を実施する。（９

月上旬までに実施する） 

（３）本年５月から展開している「安全基盤強化に向けた全社アクションプ

ラン」において、管理職から担当者までの全員に効果が行き渡ってい

ない点や参加の形態が受身的であるなどの課題を踏まえ、管理職から

担当者までのひとりひとりが具体的に自分のこととして「報告、連絡、

相談」及び「安全確保の徹底」(「万が一」を想定し「最悪に備える」)

に関する目標や意気込みを宣言し、それを持ち寄って埋設事業部で小

グループ単位の意見交換会を開催する。(８月末までに１回実施し、

今後も継続的に実施する) 

（４）安全文化の醸成の定着を図るため、上記の小グループ単位での意見交

換会での結果を「安全基盤強化に向けた全社アクションプラン」の具

体的展開に含めて継続的に確実に実行していく。 

    

以 上 



事象の経緯 

日時 内容 

７月１６日（木）  

１０：０５ ・協力会社作業員Ａ（現場指揮者）が入退域管理装置（管理区域

への入域手続きを行う機器）にＥＰＤをセットし、入域手続き

を実施した。 

・この際、入退域管理装置にＥＰＤを置き忘れて管理区域に入域

した。 

・協力会社作業員Ａは、そのまま固体廃棄物処理室及び液体廃棄

物処理室において、液体・固体廃棄物処理設備定期点検作業に

従事した。 

１０：１０ ・別会社の作業員Ｂが置き忘れているＥＰＤを発見し、巡視点検

をしていた当社放射線管理課員Ｃへ置き忘れのＥＰＤを手渡し

た。 

・当社放射線管理課員Ｃは、管理区域から退域した作業員が充電

器へ戻し忘れたＥＰＤだと思い込み、受け取ったＥＰＤを充電

器に戻した。 

１２：１０ ・ＥＰＤを置き忘れた協力会社作業員Ａより、ＥＰＤ未着用だっ

たと当社放射線管理課員Ｃへ連絡があった。 

・当社放射線管理課員Ｃは、当社放射線管理課員Ｄ（課長代行）

へ状況を説明した。 

１２：１５ ・当社放射線管理課員Ｃが管理区域へ到着後、管理区域立入登録

証にて協力会社作業員Ａの所属、氏名等を確認し、管理区域か

ら退域させた。なお、管理区域退域者のうち、協力会社作業員

Ａと同一場所で作業した作業員２名のＥＰＤの値を確認したと

ころ、いずれも０．００ｍＳｖであった。 

・当社放射線管理課員Ｄは、事象発生後、ＥＰＤを置き忘れた協

力会社作業員Ａと同一場所で作業した作業員の被ばく線量が

０．００ｍＳｖであり、臨時線量評価方法も社内規程に定めら

れていることから、協力会社作業員Ａがその後継続して定期点

検作業に従事することに支障はないと考えた。 

・当社放射線管理課員Ｄは、協力会社作業員ＡがＥＰＤを未着用

であったことに自ら気づき連絡してきたことから、不注意によ

るものと考え、作業の継続実施に問題がないと判断した。 

１３：００ ・当社放射線管理課員Ｃは、当社放射線管理課員Ｅに状況を説明

し、臨時線量評価の対応を依頼した。 

添付資料－１ 

（１／２） 
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１３：３０ ・当社放射線管理課員Ｅは社内規程に基づき本事象に対する「臨

時線量測定評価報告書」を作成するよう協力会社放射線管理責

任者へ依頼した。 

１４：００ ・当社放射線管理課員Ｄは本事象を当社放射線管理課長へ報告し

た。 

・当社放射線管理課長は、社内規程に基づいて臨時線量評価を実

施するよう当社放射線管理課員Ｄに指示した。当社放射線管理

課員Ｄは、既に当社放射線管理課員Ｅが協力会社放射線管理責

任者へ臨時線量評価をするよう指示していることを放射線管理

課長へ報告した。 

・当社放射線管理課長は、社内規程に当該事象が廃棄物取扱主任

者への報告対象となっていないことを確認した。 

７月１７日（金）  

８：００ ・当該協力会社の朝のミーティングにおいて、協力会社の放射線

管理責任者は、ＥＰＤの着用を周知徹底した。 

９：００ ・当社放射線管理課長は社内規程に定める不適合の処置を実施す

る必要があることから、不適合事象か不具合事象か判断するた

めに、品質保証担当部署に相談した。品質保証担当部署は、不

適合事象か不具合事象かの判断には至らなかった。また、当社

放射線管理課長に廃棄物取扱主任者への報告を促すことまでは

考えが及ばなかった。 

１０：００ ・協力会社放射線管理責任者から本事象に対する「臨時線量測定

評価報告書」を当社放射線管理課員Ｅが受領し、当社放射線管

理課長が被ばくはないと評価した。 

１４：００ ・当社放射線管理課長は、本事象について、保安規定で規定する

「ＥＰＤを着用することを遵守させる措置」として放射線管理

教育の実施や現場への掲示をしているものの、結果としてＥＰ

Ｄの未着用が発生したことから、本事象を廃棄物取扱主任者へ

報告し、保安規定上の取り扱いを相談した。 

１４：３０ ・廃棄物取扱主任者は放射線管理上重要な事象であると判断し、

保安検査官へ報告した。 

７月１８日（土）  

９：００ ・応急処置として、当社放射線管理課長は、出入管理室に監視員

を置くことが必要であると判断し、出入管理室にＥＰＤの着用

を確認する監視員を配置した。 

 

 

（２／２） 
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ユーティリティ設備他定期点検業務体制表 
 
 

日 本 原 燃 

作業主管課 

日 本 原 燃 

放射線管理課 

協 力 会 社 

現場責任者 

協 力 会 社 

放射線管理責任者 

協 力 会 社 

現場指揮者 

協 力 会 社 

作 業 員 

添付資料－２

12 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低レベル廃棄物管理建屋１Ｆ 

 

受

入

れ

ト

ラ

ッ

ク

室 

ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ-設備室 

分 
  
  
析 
  
  
室 

液 
体 
廃 
棄 
物 
処 
理 
室 

出
入
管
理
室 

受

入

れ

ト

ラ

ッ

ク

室 

払

い

出

し

ト

ラ

ッ

ク

室 

入退域管理装置 

 

個人線量計充電器 

 

個人線量計（ＥＰＤ） 

 

 

画面表示 

添付資料－３ 
作業者動線及び出入管理室周辺配置図 

個人線量計

を置き忘れ

た場所 

資機材の搬

入場所 

協力会社作業員Ａの動線 
協力会社作業員Ａは、資機材搬入作業を

指揮した後管理区域内へ移動した 

2 階液体廃棄物

処理室でも作業

管理区域に入域して固

体廃棄処理室と液体廃

棄物処理室で作業 

 
：管理区域エリア

固 

廃 
体 

棄 
物 
処 
理 
室 

検査室 

廃棄体一時貯蔵室 

兼保修室 
機材置場 
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ＥＰＤ未着用に係る出来事流れ図 

協力会社 当  社 
時刻 

協力会社Ａ 協力会社Ｂ 放射線管理課 品質保証担当部署 廃棄物取扱主任者 

7/16(木) 

9:28 

～ 

9:49 

9:56 

～ 

10:04 

10:05 

 

 

10:10 

 

 

 

 

12:10 

 

 

12:15 

 

 

 

13:00 

 

 

13:30 

 

 

 

 

 

14:00 

 

 

 

 

 

 

 

 

7/17(金) 

9:00 

 

 

 

 

10:00 

 

 

 

14:00 

 

 

 

14:30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－４

作業員Ａが EPD 未着用で管理

区域に入域した 

【凡例】 

   ：主要な実施業務 

 

   ：分析対象とした 

      問題点 

問題点①EPD未着用で管理区

域に入域 

廃棄物取扱主任者は

放射線管理上重要な

事象であると判断し、

保安検査官へ報告し

た 

定期点検に必要な資機材を管

理区域へ搬入した 

搬入した資機材の運搬状況

が気になり急いだ 

管理区域境界扉の開放立会い

相談を受けた 

放射線管理課長は、本事象に

ついて、保安規定で規定する

「ＥＰＤを着用することを遵

守させる措置」として放射線

管理教育の実施や現場への掲

示をしているものの、結果と

してＥＰＤの未着用が発生し

たことから、本事象を廃棄物

取扱主任者へ報告し、保安規

定上の取り扱いを相談した 

パトロールのため管理区域へ

入域する 

入退域管理装置は EPD を取り出

さなくても扉が開く構造だった

問題点②置き忘れたEPDの状

態確認をしなかった 

作業員Ａは EPD 未着用に気づ

き電話で連絡した 

放射線管理課員Ｄは本事象を

放射線管理課長へ報告した 

作業員Ｂが置き忘れの

EPDを発見した 

放射線管理課員Ｃは EPD を受

け取り、充電器へ戻した 

作業員Ｂが放射線管理

課員Ｃへ EPD を手渡し

た 

確認するルールになってい

なかった 

管理区域から退域した作業

員が充電器に戻し忘れたＥ

ＰＤだと思い込んだ 

作業員Ａは管理区域から退域

した 

協力会社放射線管責任者は臨

時線量評価の方法について電

話で相談した 

放射線管理課員Ｅは臨時線量

評価の方法について電話で相

談を受けた 

放射線管理課員Ｅは臨時線量

測定評価報告書を作成するよ

う依頼した 

協力会社放射線管責任者は臨

時線量測定評価報告書を作成

するよう依頼を受けた 

放射線管理課長は、社内規程

に基づいて臨時線量評価を実

施するよう放射線管理課員Ｄ

に指示した

放射線管理課長は、社内規程

に当該事象が廃棄物取扱主任

者への報告対象となっていな

いことを確認した 

協力会社放射線管責任者は臨

時線量測定評価報告書を提出

した 

放射線管理課員Ｅは臨時線量

測定評価報告書を受領し、放

射線管理課長が被ばくはない

と評価した 

連絡を受けた放射線管理課員

Ｃは放射線管理課員Ｄ（課長

代行）へ状況を説明した 

作業員Ａと同一場所で作業

した作業員２名のEPDの値を

確認したところ0.00mSvであ

った 

放射線管理課員Ｃは放射線管

理課員Ｅへ状況を説明し、臨時

線量評価の対応を依頼した 

放射線管理課員ＣはEPD未着用の

作業員Ａの所属氏名等を確認し

管理区域から退域させた 

放射線管理課員Ｄは、既に放

射線管理課員Ｅが協力会社

放射線管理責任者へ臨時線

量評価をするよう指示して

いることを放射線管理課長

へ報告した

放射線管理課員Ｄは事象発生後、

EPD を置き忘れた協力会社作業員Ａ

と同一場所で作業した作業員の被

ばく線量が0.00mSvであり、臨時線

量評価方法も社内規程に定められ

ていることから、協力会社作業員Ａ

がその後継続して定期点検作業に

従事することに支障はないと考え

た 

当社放射線管理課員Ｄは、協力会社

作業員ＡがＥＰＤを未着用であっ

たことに自ら気づき連絡してきた

ことから、不注意によるものと考

え、作業の継続実施に問題がないと

判断した 

問題点③事象発生後速やかに

廃棄物取扱主任者へ報告しな

かった 

放射線管理課長は、本事象を事

業部が定める不適合の処置方

法に則って適切に対応する必

要があることから、不適合事象

か不具合事象か判断するため

に、品質保証担当部署に相談し

た 

相談を受けた 

本事象を判断するために事象

分類例を参照したが、不適合

事象か不具合事象かの判断に

は至らなかった。また、廃棄

物取扱主任者への報告を促す

ことまでは考えが及ばなかっ

た。 
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Ｅ
Ｐ
Ｄ
未
着
用
で
管
理
区
域
に
入
域

ＥＰＤ未着用で管理区域に入域したことについての要因分析図

ＥＰＤを入退域管理
装置に置き忘れた

問題点 １Ｗ ２Ｗ
要因分析の結果として

得られた原因

管理区域への入域を
急いでいた

３Ｗ

置き忘れても入退域
管理装置の出口扉
が開いた 扉の開閉動作が置き忘

れを想定していなかっ
た

入退域管理装置に「ＥＰＤ
をもって入域すること」を
指示する画面が表示され
るため問題ないと思った ＥＰＤを置き忘れて

も入退域管理装置
の出口扉が開く構
造であった

入退域管理装置から
ＥＰＤを取らなくても
出口扉が開く構造
だった

入退域管理装
置から、ＥＰＤを
取り上げないと
ゲートが開かな
いようにする

対策

点検作業に係る資機材
運搬状況が気になった

ＥＰＤの着用状況が
チェックされていない

監視員がいない

入退域管理装置に「ＥＰＤ
をもって入域すること」を
指示する画面が表示され
るため問題ないと思った

工程的に急ぐ必要
はなかったが、指
揮者不在の時間を
少なくしたかったた
め焦りがあった

４Ｗ

入退域管理装置
の目立つところに
注意喚起の掲示
をする

セルフチェックしな
かった

入退域管理装置通過後
に設置しているＥＰＤ着
用の注意喚起掲示が目
立たなかった

管理区域入口の
目立つところに注
意喚起の掲示を
する

首紐をかけないでＥＰＤ
を入退域管理装置にお
いた（身体から離した）

首紐が短かく入退域管
理装置へＥＰＤを置きづ
らい

長い首紐に変更
するとともに、首
から外さないよう
指導する

首紐が短かく入退
域管理装置へＥＰ
Ｄを置きづらい

画面表示が目立た
ない

管理区域入口の
注意喚起掲示が
目立たない

不注意 慣れ

添
付

資
料

－
５
－
①

慣れや焦りにより
うっかりしてＥＰＤ
を置き忘れた

入退域管理装置か
ら、ＥＰＤを取り上げ
ないとゲートが開か
ないようにする

請負事業者等に対する
放射線管理に関する実
務教育を１回/３年から１
回/年に見直す

請負事業者等に
対する実務教育頻
度が少なかった

請負事業者等に対す
る実務教育頻度が１回
/３年であり注意力が
希薄になっていた

1
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置
き
忘
れ
の
Ｅ
Ｐ
Ｄ
に
対
し
て
状
態
確
認
を
し
な
か

っ
た

置き忘れのＥＰＤに対して状態確認をしなかったことについての要因分析図

管理区域から退域し
た者が充電器に戻し
忘れたものと思い込
んだ

問題点 １Ｗ ２Ｗ
要因分析の結果として

得られた原因

ＥＰＤを未着用で入
域しているとは思わ
なかった

３Ｗ

社内規程に置き忘れのＥ
ＰＤがあった場合の措置が
規定されていなかった

通常とは異なる事象に対
して常に安全を問いかけ
る姿勢が欠けていた

置き忘れのＥＰＤが
あった場合の確認手
順がなかった

非管理区域側でＥＰ
Ｄを受け取った

ＥＰＤを未着用で入
域しているとは思わ
なかった

手順の作成にあたり
置き忘れのＥＰＤが
あった場合の措置を
考えていなかった

作業員にＥＰＤの発
見状況を聞かなかっ
た

ＥＰＤ着用が当たり前
と思っていた

通常とは異なる事象に対して常に
安全を問いかける姿勢を持つよう、
安全文化の醸成の中で意識付けて
いく

社内規程を改正し、置き忘れのＥＰ
Ｄがあった場合には、入域者が忘
れたものか、退域者が忘れたもの
かを確認することを定めるとともに、
そのことを放射線管理課員に教育
を実施する

対策

ＥＰＤ着用が当たり前
と思っていた

添
付

資
料

－
５
－

②

出入管理計算機で
EPDの状態確認がで
きることを知っていた
がしなかった

管理区域から退域し
た者が充電器に戻し
忘れたものと思い込
んだ

通常とは異なる事象に対
して常に安全を問いかけ
る姿勢が欠けていた

通常とは異なる事象に対して常に
安全を問いかける姿勢を持つよう、
安全文化の醸成の中で意識付けて
いく

1
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事
象
発
生
後
速
や
か
に
廃
棄
物
取
扱
主
任
者
へ
報
告
し
な
か
っ
た

事象発生後速やかに廃棄物取扱主任者へ報告しなかったことについての要因分析図

個人線量管理の
ルールでは廃棄物取
扱主任者への報告
対象としていなかっ
た

問題点 １Ｗ ２Ｗ
要因分析の結果として

得られた原因
３Ｗ

通常とは異なる事象が発生
した場合に、「報告、連絡、
相談」が十分でなかった

通常とは異なる事象
が発生したにも係わ
らず報告する意識が
不十分だった

社内規程に定められ
た報告対象事象の
みで十分であると考
えた

廃棄物取扱主任者
への報告は、法令上
の報告事象を対象と
している

通常とは異なる事象が発生した場
合、「報告、連絡、相談」を適切に行
えるように、安全文化の醸成の中で
意識付けていく

対策

社内規程に、管理区域内でＥＰＤを
着用しなかった場合及び個人線量
が適切に測定できなかった場合は
廃棄物取扱主任者及び埋設事業部
長に報告するよう改正する

添
付

資
料
－
５
－

③

社内規程では、法令報告事
項については、廃棄物取扱
主任者及び埋設事業部長
に報告するよう定めている
が、ＥＰＤ未着用に関しては
報告の対象となっていな
かった

社内規程に定められ
た報告対象事象の
みで十分であると考
えた

不適合の判断に時
間を要した

不適合事象と不具合
事象にグレード分け
していた

発生当日に品質保
証担当部署と協議し
なかった

協議する期限が規定
されていなかった

不適合を不適合事象と不具
合事象にグレード分けを
行っていた

社内規程で、品質保証担当
部署と協議する期限を定め
ていなかった

不適合としてのグレード分けをして
いる不適合事象と不具合事象を、
不適合として一元管理するととも
に、不適合を判断する際の事象分
類例を見直し、社内規程を改正する

要求事項を満足していない事象
が発生した場合、速やかに品質
保証担当部署と協議するよう社
内規程を改正する

不適合に管理の程
度を設けている

事象分類の具体的
な事象例が不十分
だった

社内規程で定めている事象
分類例が不十分であった

1
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添付資料－６ 

 

 

濃縮・埋設事業所 廃棄物埋設施設保安規定（抜粋） 

 

 

（管理区域への出入管理） 

第 35 条 第 6 項 

6 放射線管理課長は、管理区域に立ち入る者に対して、次の事項を遵守させる措置

を講じる。 

(1) 管理区域出入管理室を経由すること。 

ただし、放射線管理課長の承認を得て、その指示に従う場合はこの限りでな

い。 

(2) 個人線量計を着用すること。 

ただし、第 1 項第 2 号に定める一時立入者で複数の者が立ち入る場合であっ

て、放射線管理課長の承認を得て、その指示に従う場合は、この限りでない。 

(3)  （略） 

(4)  （略） 
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添付資料－７ 

 

 

濃縮・埋設事業所 廃棄物埋設施設保安規定（抜粋） 

 

 

（安全文化の醸成） 

第 3 条の 4 の 3 社長は、保安活動を実施するにあたり、安全文化を醸成するための活動

を第 2節に基づく品質マネジメントシステムにて実施させる。 

2 品質保証室長及び事業部長は、安全文化を醸成するための活動状況を評価し、マネジ

メントレビューで社長に報告し、必要に応じて改善を行う。 

3 第 4 条の組織は、安全文化を醸成するための活動を実施する。 
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添付資料－８ 

 

 

濃縮・埋設事業所 廃棄物埋設施設保安規定（抜粋） 

 

 

第８章 保安教育 

（保安教育） 

第 56 条 埋設技術課長は、毎年度、廃棄物埋設の事業に関する業務を行う社員及

び請負事業者等の保安教育について、別表 19-1 及び別表 19-2 の実施方針に基

づき、次の各号に定める事項を記載した保安教育実施計画を作成し、事業部長

の承認を得る。 

(1) 業務内容に応じた保安教育対象者の区分及び区分ごとの保安教育の内容 

(2) 保安教育の実施時期 

(3) 保安教育の方法 

2 事業部長は、第 1 項の計画を定めるにあたっては、埋設施設安全委員会に諮問

し、廃棄物取扱主任者の確認を受ける。 

3 各職位は、第 1 項の計画に基づき、保安教育を実施するとともに、社員及び請

負事業者等に保安教育が実施されていることを確認し、廃棄物取扱主任者に報

告する。 

4 埋設技術課長は、第 1 項の計画に基づき、実施した結果を事業部長に報告する。 

 

 

 

 

別表 19-2 保安教育の実施方針（請負事業者等）（第 56 条関係）（抜粋） 

放射線の性質、生体への影響、線量当量率等の監視方法、

管理区域の立ち入り及び退去の手順、放射線測定及び放射

線防護、管理区域内での遵守事項、保護具の使用方法に係

る基礎知識、異常時の応急措置に関すること *4 

対象外 1 回/3 年

放射線管理に関す

ること（240 分以

上、ただし、実務

知識については 60

分以上） 放射線防護及び放射線管理に係る実務知識 *4 対象外 1 回/3 年

 

 

 

 

 

 

 

９月末までに社内規程で

１回/年へ見直し、保安規

定は保安規定の改正時に

反映する。 
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別添資料－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理事業所 再処理施設の管理区域における 

作業者名簿に登録されていない者の管理区域への入域について（報告） 
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１．はじめに 

本報告書は、本年８月７日に発生した再処理施設の管理区域における作業

者名簿に登録されていない者の管理区域への入域に対する原因究明及び直

接要因に対する再発防止対策等についてとりまとめたものである。 

 

２．事象の概要 

８月７日（金）１０時００分頃に、再処理施設第１ガラス固化体貯蔵建屋

（以下、「ＫＢ建屋」という。）において管理区域の入退域管理装置(以下、「Ｅ

ＣＤ」という。) の点検を開始した。これに伴いＫＢ建屋の管理区域への出

入管理は、出入管理台帳（以下、「台帳」という。）への記入により行われた。 

  当該作業者は、自分が既に作業者名簿に登録されていると思い込んだ放射

線管理計画書の番号（以下、「作業計画番号」という。）を台帳に記入した上

で、１０時３８分にＫＢ建屋の管理区域に入域し、１１時０８分に退域した。 

１１時１０分頃、出入監視員（以下、「アテンダント員」という。）は、Ｅ

ＣＤの点検が終了し、台帳での入域者が全て退域したことから、台帳管理を

終了し、速やかに台帳記載事項の確認及び出入管理計算機（以下、「計算機」

という。）への入力作業を実施した。その中で、１１時３５分頃、アテンダン

ト員は、当該作業者が記載した作業計画番号では計算機に登録されていない

ことを発見し、その後の調査の結果から当該作業者が当該放射線管理計画書

の作業者としては一度抹消されており、再登録されていないことを確認した。

（添付資料－１） 

なお、当該作業者は、放射線業務従事者に指定されており、他の建屋にお

ける４件の放射線管理計画書の作業者名簿には登録されていた。 

 

３．被ばく線量の評価結果 

 当該作業者が着用していた警報付ポケット線量計（以下、「ＡＰＤ」という。）

の測定結果は０．００ｍＳｖであり、被ばくはないと判断した。 

 

４．事実関係の調査結果 

本事象に至った経緯について、出来事流れ図（事実関係を業務の順に整理

したもの）を作成し、その結果から、次の２項目の問題点が抽出された。（添

付資料－２） 

問題点① 作業者名簿に登録されていないまま管理区域に入域したこと 

問題点② 作業者名簿に登録されていない作業者を管理区域に立ち入らせ

たこと 
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５．要因分析 

４項で抽出した２つの問題点について、要因分析図に基づいて要因分析を

行った。（添付資料－３） 

保安規定９５条（管理区域への出入管理）第２項には、各職位は、作業毎

に管理区域への立入承認を行い、放射線安全課長に通知し確認を受けること

を規定している。また、同条第４項には、放射線安全課長は、第２項による

指定及び立入承認を受けた者以外の者を管理区域に立ち入らせないことを規

定している。（添付資料－４） 

今回、作業者名簿に登録されていないまま管理区域に入域したこと、作業

者名簿に登録されていない作業者を管理区域に立ち入らせたことは、放射線

管理上問題があった。 

以下に、作業者名簿に登録されずに管理区域に入域したことについての直

接要因を示す。 

 

５－１ 問題点①の直接要因 

（１）作業者名簿申請時において、元請会社および協力会社の作業責任者並び

に当該作業者は、作業担当課へ申請する作業者名簿の作成を口頭でやり

とりをしていたので記憶が曖昧となり、当該作業者は、自分は他の建屋

と同様に当該建屋の作業者名簿に登録されていると思い込んだ。（添付資

料－５） 

 

（２）作業着手前において、作業関係者（作業担当課・元請会社・協力会社）

は、当日の作業者の管理区域の入域資格を確認せず、曖昧な状態で作業

着手した。 

 

５－２ 問題点②の直接要因 

（１）放射線安全課は、台帳による出入管理方法として、放射線業務従事者で

あること（線量評価用個人線量計を持っていること）及び台帳に必要事項

（中央登録番号、所属、氏名、作業計画番号等）を記載できることを管理

区域入域の条件としていたため、作業者の勘違いや思い込みにより記載し

た場合に入域を防げる仕組みになっていなかった。 

 

（２）放射線安全課は、作業者の管理区域退域後に台帳の記録を計算機入力し

ていたため、作業者名簿との照合が事後になった。 
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（３）放射線安全課は、過去にＥＣＤで作業件名未登録により管理区域に作業

者が入域できない事象があったことを認識していたが、台帳による管理を

した際に登録されていない作業者が管理区域に入域するリスクが発生して

いることを考慮することができず、危機管理意識が甘かった。 

 

６．再発防止対策 

  要因分析結果に基づき、各問題点に対する再発防止対策を、以下に示す。 

 

６－１ 問題点①に対する再発防止対策 

（１）作業者名簿申請時において、元請会社および協力会社の作業責任者並び

に当該作業者は、作業担当課へ申請する作業者名簿の作成を口頭でやり

とりをしていたので記憶が曖昧となり、当該作業者は、自分は他の建屋

と同様に当該建屋の作業者名簿に登録されていると思い込んだことにつ

いて 

・作業者名簿登録完了の通知を行うことを９月末までにルール化する。 

①作業担当課は、放射線安全課より返却される作業者名簿の写しを元

請会社に配付する。また、元請会社は作業者名簿の登録情報の管理

を行うと共に協力会社へ情報の提供を行う。 

 

（２）作業着手前において、作業関係者（作業担当課・元請会社・協力会社）

は、当日の作業者の管理区域の入域資格を確認せず、曖昧な状態で作業

着手したことについて 

・未申請者が管理区域へ入域しないことを守らせる仕組みを９月末まで

に構築する。 

①作業担当課は、元請会社に対し放射線管理仕様書に記載されている

「作業者名簿の提出」を遵守するよう指導する。 

②６－１（１）の対策に加え、元請会社・協力会社において、作業着

手前に作業者名簿の申請・登録が済んでいることを各社の作業責任

者が確認する。 

③作業担当課は、作業者名簿で承認された者が管理区域に立ち入りし

ていることを元請会社から提示された記録等により確認する。 
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６－２ 問題点②に対する再発防止対策 

（１）台帳による出入管理方法が、作業者の勘違いや思い込みを防げる仕組み

になっていなかったことについて 

・管理区域入域前に最新の作業者名簿の登録状況で確認できる方法を確

立する。 

 

具体的には、放射線安全課は、次回以降ＥＣＤまたは計算機を停止す

ることによって台帳管理する場合は、作業者が台帳に記載した事項を、

計算機に登録されている作業者名簿または計算機から取り出した作業

者名簿と照合することにより、作業者が管理区域に入域する前に審査す

る。 

なお、ＥＣＤまたは計算機を停止する場合は、これまでと同様に管理

区域入域者の少ない時間帯に実施する等の配慮を行う。 

 

（２）台帳の記録を作業者の管理区域退域後に計算機に入力していたため、作

業者名簿との照合が事後になったことについて 

・６－２（１）の対策と同じ 

 

（３）放射線安全課は、過去にＥＣＤで作業件名未登録により管理区域に作業

者が入域できない事象があったことを認識していたが、台帳による管理を

した際にも登録されていない作業者が管理区域に入域しようとするリス

クがあることを考慮することができず、危機管理意識が甘かったことにつ

いて 

・６－２（１）の対策に加え、次回以降ＥＣＤまたは計算機を停止する

ことによって台帳管理する場合は、事前に放射線安全課から作業担当

課、作業担当課から各協力会社に周知することにより、作業者自身が

作業者名簿に登録されていることを事前に確認させる。 

 

以 上 

 



事象の経緯 

日時 内容 

８月７日（金）  

９：３５～ 

９：５０頃 

・当該作業者は、元請会社事務所にて、作業ミーティン

グ及び危険予知／品質予知活動を実施した。 

９：５０～ 

１０：００頃 

・元請会社事務所から巡視点検作業用の部屋の鍵を借用

するため、制御建屋に移動（当該作業者を含む計５名）

１０：００頃 
・ＫＢ建屋のＥＣＤ定期点検作業に伴い、台帳での入退

域管理を開始した。 

１０：００～ 

１０：１０頃 

・当該作業者を含む５名は、制御建屋からＫＢ建屋に移

動した。 

１０：１０～ 

１０：３０頃 

・作業責任者は、ＫＢ建屋及びガラス固化体受入れ建屋

並びにガラス固化体貯蔵建屋の巡視点検のため、５名

のグループ分けを実施した。 

１０：３０頃 
・当該作業者を含む作業者３名は、管理区域の巡視のた

め、ＫＢ建屋の管理区域入域室へ移動した。 

１０：３８ 

・当該作業者は、他の作業者２名と共に、アテンダント

員に台帳の記入内容を確認してもらい、ＡＰＤを受け

取って管理区域に入域した。 

１１：００頃 ・ＫＢ建屋のＥＣＤ定期点検作業が終了して復旧した。 

１１：０８ 
・当該作業者は、作業終了に伴い、他の作業者２名と共

にＫＢ建屋管理区域から退域した。 

１１：１０頃 
・アテンダント員は、台帳での入域者が全て退域したこ

とを確認し、台帳による入退域管理を終了した。 

１１：２０頃 
・アテンダント員は、台帳による管理区域入退域者の情

報について計算機への入力を開始した。 

１１：３５頃 
・アテンダント員は、当該作業者が台帳に記載した作業

件名では未登録であることを発見した。 

１１：４０頃 

・アテンダント員は、アテンダント作業責任者に報告し、

アテンダント作業責任者は、放射線安全課担当者に連

絡した。 

 

 

 

 

添付資料－１ 
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日時 内容 

１１：４０ 

 

  ～ 

 

１１：５５頃 

・放射線安全課担当者は、放射線安全課長に当該事象の

報告を行った。 

・放射線安全課担当者は、引き続き元請会社の放射線管

理責任者に確認したところ、当該作業者は一時的に放

射線業務従事者指定を解除後、再度指定を受けている

こと、当該作業者の作業者名簿は申請されていないと

の連絡を受け、その旨を放射線安全課長に報告した。

・放射線安全課長は、放射線安全課担当者に事実関係を

確認するように指示した。 

１１：５５頃 
・放射線安全課担当者は元請会社の放射線管理責任者に

事実関係を確認するよう指示した。 

１２：００頃 

・元請会社の放射線管理責任者は、作業担当課担当者に

連絡した。 

・作業担当課担当者は作業担当課長に当該事象の報告を

行った。 

１５：００頃 ・関係者を集めて事実関係の確認を行った。 

１６：００頃 ・核燃料取扱主任者に当該事象の報告を行った。 

１７：００頃 ・工場長に当該事象の報告を行った。 

１７：４０頃 ・保安検査官に当該事象の説明を行った。 
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第１ガラス固化体貯蔵建屋での作業者名簿に登録されていない者の管理区域への入域事象の経緯

作業者名簿
【立入承認】

作業者名簿

作業者名簿
作成・提出

作業毎に管理区域
への立入承認

出入管理計算機
へ登録

作業者名簿
【登録確認済】

当該作業で管理
区域入域可能

出入管理室

出入管理台帳

中登番号

所属・氏名

作業計画番
号

・
・
・

作業者名簿
【登録確認】

入退域管理装置
（ＥＣＤ）

退域時刻

線量実績 管理区域内
で作業

出入管理計算機

出入管理計算機

アテンダント員

実績入力

管理区域退域

通常

台帳管理
（ＥＣＤ停止時）

入域審査実績記録

作業者名簿に登録され
ていないことを発見

請負協力会社 作業担当課 放射線安全課

作業者名簿に登録されていな
いまま管理区域に入域した

問題点①

作業者名簿に登録されていない作
業者を管理区域に立ち入らせた

問題点②

・元請・協力会社は提出した名簿の記
　憶が曖昧なままで、当該作業者は、
　登録されていると思い込んだ

・作業者の勘違いや思い込みを防げる
　仕組みではなかった
・登録されていない作業者が入域する
　リスクを考慮できなかった

・照合が事後だった

・入域資格を確認せず、
　曖昧な状態で作業着手

：抽出された問題点

：主要な直接要因

Ｇ
Ｂ

ガラスバッジ所持確認
（放射線業務従事者確認）

記入可能確認

×

出入管理台帳

入退域管理装置
（ＥＣＤ）

７

添
付

資
料

－
２



問題点 １Ｗ ２Ｗ ３Ｗ ４Ｗ ５Ｗ 対　　策

2次協力会社作業責任者は、当該作
業者の作業者名簿追加登録状況に
ついて曖昧な記憶しかなかった

2次協力会社作業責任者は、当該作
業者の作業者名簿追加登録を、口
頭で元請会社放管担当者へ依頼し
た

2次協力会社作業責任者は、元請会
社放管担当者より、当該作業者の
作業者名簿登録済み名簿の写しを
受領しておらず、また、確認もしてい
なかった

当該作業者は、2次協力会社作業責
任者が行った作業者名簿追加登録
建屋について曖昧な記憶しかなかっ
た

2次協力会社作業責任者は、当該作
業者への作業者名簿登録状況を口
頭で当該作業者へ連絡していた

当該作業者は、2次協力会社作業責
任者より作業者名簿の登録済みの
同写しを受領しておらず、また、確認
もしていなかった

元請会社放管担当者は、2次協力会
社作業責任者が行った当該作業者
の作業者名簿追加登録建屋につい
て詳細には把握していなかった

2次協力会社作業責任者は、当該作
業者の作業者名簿追加登録を元請
会社放管担当者へ口頭で依頼した
旨を、事後に口頭にて1次協力会社
放管担当者へ連絡していた

ルールがなかった

1次協力会社放管担当者は、元請会
社放管担当者より、当該作業者の
作業者名簿登録済みの同名簿の写
しを受領しておらず、また、確認もし
ていなかった

2次協力会社作業責任者が、直接元
請会社放管担当者に作業者名簿の
申請手続きに関して問い合わせをし
たところ承諾を得た

８
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作業者名簿申請時において、元請
会社および協力会社の作業責任者
並びに当該作業者は、作業担当課
へ申請する作業者名簿の作成を口
頭でやりとりをしていたので記憶が
曖昧となり、当該作業者は、自分は
他の建屋と同様に当該建屋の作業
者名簿に登録されていると思い込ん
だ

●作業者名簿登録完了の通知を行うことを
　　ルール化する。
　
（対 策）

Ａ： 作業担当課は、放射線安全課より返却
　　れる作業者名簿の写しを元請会社に配
　　付する。また、元請会社は作業者名簿
　　の登録情報の管理を行うと共に協力会
　　社へ情報の提供を行う。
　　（　6-1 (1) ①　）

要因分析図
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問題点 １Ｗ ２Ｗ ３Ｗ ４Ｗ ５Ｗ 対　　策

作業担当課は、ＫＢ建屋作業員の中
に名簿未登録者がいることを確認出
来なかった

作業担当課員は、作業予定表には
管理区域の入域可否を確認できる
様式になっていないため、名簿未登
録者がいることを確認出来なかった

作業担当課員は、作業員の管理区
域の入域資格の確認を要求されて
いなかった。

作業担当課員は、登録済みの作業
員が来るのだと思い確認しなかっ
た。

作業担当課員は、作業関係者の管
理区域の入域資格を確認するという
意識が薄かった。

作業担当員は、元請会社側で登録
情報の管理をしていると思った。

元請会社作業担当者は、ＫＢ建屋作
業員の中に名簿未登録者がいるこ
とに気がつかなかった

元請会社作業担当者は、既に当該
作業者が全建屋の登録を終えてい
ると思い込んだ

元請会社作業担当者は、1次・2次協
力会社が名簿登録情報を管理して
いると思った。

放射線管理仕様書の遵守事項に対
する認識が薄かった。

元請会社業担当者は、作業予定表
で誰がどの建屋の管理区域に入域
するか解らなかった

作業予定表は、管理区域の入域可
否を確認できる様式になっていない

元請会社担当者は、協力会社作業
員の登録状況を把握できていなかっ
た

元請会社作業担当者は、当該作業
者が名簿未登録者が存在している
可能性という意識が不足していた

元請会社作業担当者は、登録情報
の管理は時間と労力が多数発生し
ており、労力を要するため、出入管
理装置に頼っていた

元請会社作業担当者は、名簿登録
されていなければ出入管理装置で
管理区域への入域を止められると
思っていた

元請会社作業担当者は、これまでも
同様の運用で作業が実施出来てい
た

元請会社放管担当者は、当該作業
者の管理区域の入域可否をチェック
していなかった

元請会社放管担当者は、1次協力会
社および、2次協力会社作業員の管
理区域の入域許可をチェックする意
識が薄かった。

1次協力会社および2次協力会社作
業員の管理区域の入域において、
問題となる事象が発生していなかっ
た

ＥＣＤが管理区域の入域における問
題となる事象をブロックしていた。

元請会社放管担当者は、当該作業
者の管理区域の入域可否をチェック
する必要がないと考えていた

元請会社放管担当者は、当該作業
者の管理区域の入域可否が、1次協
力会社および2次協力会社にて
チェックされていると考えていた

1次協力会社および2次協力会社の
管理区域の入域における問題とな
る事象が発生していなかった

元請会社放管担当者は、当該作業
者の管理区域の入域予定を把握し
ていなかった

作業予定表は、管理区域の入域可
否を判断出来る様式となっていない

作業予定表は、管理区域の入域可
否を確認するものではない

管理区域の入域可否の判断が出来
る情報が作業予定表にはない

当該作業者は、ＫＢ建屋の名簿登録
がされていると思っていた

当該作業者は、Ｅ建屋の管理区域
の作業者名簿の申請が出ていれ
ば、ＫＢ建屋の申請もされていると
思った

当該作業者は、過去にＥ建屋とＫＢ
建屋点検は、業務効率のため同時
に実施していた

当該作業者は、Ｅ建屋の管理区域
の作業者名簿の申請がされている
と把握していた。

当該作業者は、Ｅ建屋点検を長年
携わっており、Ｅ施設の管理区域の
作業者名簿の申請がされたことは
憶えていた。

当該作業者は、作業責任者より６建
屋の管理区域の作業者名簿登録依
頼の連絡は受けていたが、Ｅ施設を
外しどの建屋の申請であったかは
失念していた。

当該作業者は、口頭で申請内容の
連絡を受けた。

当該作業者は、作業者名簿登録さ
れていない建屋での作業を指示され
ることはないと思った。

当該作業者は、指示をする作業責
任者がＫＢ建屋の入域資格の確認
をしてくれていたと思った。

９ ＡＫ建屋の管理区域の作業者名簿
の申請の場合、当該作業者の作業
責任者の入域指示があったから

ＡＫ建屋の管理区域の作業者名簿
の申請をされていたが、曖昧な状況
であった
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作業着手前において、作業関係者
（作業担当課・元請会社・協力会社）
は、当日の作業者の管理区域の入
域資格を確認せず、曖昧な状態で
作業着手した

●未申請者が管理区域へ入域しないこと
　　を守らせるための仕組みをつくる。

（対　策）

Ｂ：作業担当課は、元請会社に対し放射
　　線管理仕様書に記載されている「作業
　　者名簿の提出」を遵守するよう指導す
　　る。
　　（　6-1 (2) ①　）
　
Ｃ：Aの対策に加え、元請会社・協力会社
　　において、作業着手前に作業者名簿
　　の申請・登録が済んでいることを各社
　　の作業責任者が確認する。
　　（　6-1 (2) ②　）

Ｄ：作業担当課は、作業者名簿で承認さ
　　れた者が管理区域に立ち入りしてい
　　ることを元請会社より提示された記録
　　等により確認する。
　　（　6-1 (2) ③　）

要因分析図

D

D

C

B

C

C

C

C

C

C

添
付

資
料

－
３

２
／

３



問題点 １Ｗ ２Ｗ ３Ｗ ４Ｗ ５Ｗ 対　　策

ＥＣＤが点検中だったので出入管理
台帳管理となり、アテンダント員は、
作業者がガラスバッジを持っており、
必要事項を記入できたことから、作
業者登録されていると判断した

放射線安全課は、台帳による出入
管理方法として、放射線業務従事者
であること及び台帳に必要事項を記
載できることを管理区域入域の条件
としていたため、作業者の勘違いや
思い込みにより記載した場合に入域
を防げる仕組みになっていなかった

放射線安全課は、作業者は自分が
登録されている作業件名または作
業計画番号を把握しており、間違え
るはずがないと考えていた。

放射線安全課は、登録後の作業者
名簿を作業担当課に返却していた
から

放射線安全課は、作業者の管理区
域退域後に台帳の記録を計算機入
力していたため、作業者名簿との照
合が事後になった

放射線安全課は、台帳管理に問題
があると思っていなかった

放射線安全課は、過去にＥＣＤで作
業件名未登録により管理区域に作
業者が入域できない事象があったこ
とを認識していたが、台帳による管
理をした際に登録されていない作業
者が管理区域に入域するリスクが
発生していることを考慮することがで
きなかった。

放射線安全課は、未登録者では台
帳に必要事項を記入できないと思っ
ていた

放射線安全課は、入域不可となった
回数がどのくらいあるかを把握して
いなかった

放射線安全課は、未登録者が台帳
管理時に入域しようとするとは思っ
ていなかった

立入人数が少ない建屋で、ＥＣＤの
定期点検のための停止時間が１時
間程度であるから

放射線安全課は、作業者は自分が
登録されている作業件名または作
業計画番号を把握しており、間違え
るはずがないと考えていた。

放射線安全課は、登録後の作業者
名簿を作業担当課に返却していた
から

②
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●管理区域入域前に最新の作業者名簿の
登録状況で確認できる方法を確立する

（対　策）

Ｅ：放射線安全課は、ＥＣＤまたは計算機を
　　停止することによって台帳管理する場合
　　は、作業者が台帳に記載した事項を、
　　計算機に登録されている作業者名簿ま
　　たは計算機から取り出した作業者名簿
　　と照合することにより、作業者が管理区
　　域に入域する前に審査する。
　　（　6-2 (1)　）

Ｆ：Ｅと同じ
　　（　6-2 (2)　）

Ｇ：ＥＣＤまたは計算機を停止することに
　　よって台帳管理する場合は、事前に放
　　射線安全課から作業担当課、作業担当
　　課から各協力会社に周知することによ
　　り、作業者自身が作業者名簿に登録さ
　　れていることを事前に確認させる。
　　（　6-2 (3)　）

危機管理意識に甘さがあった

１
０

要因分析図
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添付資料－４ 
 

再処理事業所 再処理施設保安規定（抜粋） 
 
（管理区域への出入管理） 
第 95 条 第 2 項 

放射線業務従事者については、次の各号に従って指定及び立入承認を行う。 
(1)放射線管理課長は、放射線業務従事者の指定を行う。 
(2)各職位は、作業毎に管理区域への立入承認を行い、放射線安全課長に

通知し確認を受ける。 
 
第 95 条 第４項 

放射線安全課長は、第 2 項及び前項による指定及び立入承認を受けた者以

外の者を管理区域に立ち入らせない。 
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添付資料－５ 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日 本 原 燃 

作業担当課 

日 本 原 燃 

放射線安全課 

元 請 会 社 

作業責任者 
作業担当者 

１次協力会社 

放射線管理担当者 

２次協力会社 

作業責任者 

２次協力会社 

当該作業者 

１次協力会社 

作業責任者 

元 請 会 社 

放射線管理責任者 

 

当 該 作 業 体 制 表 

12 



  

別添資料－３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理事業所 再処理施設の管理区域における 

作業員の個人線量計の未着用について（報告） 
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 １ 

１．はじめに 

本報告は、本年８月１１日に発生した再処理施設の管理区域における作業

員の個人線量計の未着用に対する原因究明及び直接要因に対する再発防止

対策等についてとりまとめたものである。 

 

２．事象の概要 

８月１１日（火）００時２８分に、当社作業員が入退域管理装置（以下、

「ＥＣＤ」という。）に警報付ポケット線量計（以下、「ＡＰＤ」という。）

を置き、入域手続きを実施したが、この際、ＥＣＤにＡＰＤを置き忘れて管

理区域に入域し、高レベル廃液ガラス固化建屋においてスミヤ採取・測定作

業を実施した。０１時２０分頃に、他の作業で入域しようとした作業員が、

ＥＣＤに置き忘れられているＡＰＤを発見し、出入監視員（以下、「アテン

ダント員」という。）に連絡した。０１時２７分頃にアテンダント員が当該

作業員に電話でＡＰＤの所持確認を行った。当該作業員は、ＡＰＤを着用し

ていないことを確認し、その後、０１時４２分に管理区域を退域した。 

なお、当該作業員は、個人の被ばく線量を評価する目的で装着する線量評

価用個人線量計については胸ポケットに入れて携行していた。（添付資料－

１） 

 

３．被ばく線量の評価結果 

作業員が着用していた線量評価用個人線量計により被ばく線量を評価し

た結果、検出限界値未満であったことから作業員の被ばくはなかった。 

 

４．事実関係の調査結果 

本事象に至った経緯について、出来事流れ図（事実関係を業務の順に整理

したもの）を作成し、その結果から、次の２項目の問題点が抽出された。（添

付資料－２） 

問題点① ＡＰＤをＥＣＤから取り忘れたこと 

問題点② ＡＰＤを所持していなかったことに気付かなかったこと 

 

５．要因分析 

４項で抽出した２つの問題点について、要因分析図に基づいて要因分析を

行うとともに、過去の対策が活かせなかった理由について推定した。（添付資

料－３） 

再処理事業所再処理施設保安規定運用要領２．９５．５（管理区域への出

入管理に関する措置等）には、線量評価用個人線量計とＡＰＤを着用するこ

とを遵守させる措置を講じることを規定している（添付資料－４）。この措置



 

  ２ 

として、社員については保安規定第１２１条（社員等に対する保安教育）、請

負事業者等については保安規定第１２２条（請負事業者等への保安教育）の

放射線管理に関する教育の中で、アテンダント員からＡＰＤを受け取った際

は首から下げるよう教育を行っている。また、管理区域入口付近には線量評

価用個人線量計やＡＰＤの着用を確認するよう掲示による注意喚起を行うと

ともに、ＥＣＤ通過後の音声による注意喚起を行っている。しかしながら、

結果として今回のＡＰＤ未着用事象が発生したことは、放射線管理上問題が

あった。 

以下に、ＡＰＤ未着用で管理区域に入域したことについての直接要因を示

す。 

 

５－１問題点①の直接要因 

（１）線量評価用個人線量計とＡＰＤの着用とその確認手順、ＥＣＤ操作方法

といった管理区域入域までの手順が統一、徹底されていなかった。 

（２）ＥＣＤのＡＰＤ通信部にＡＰＤを置くことができる構造となっていた。 

（３）過去の事例を受けた再発防止対策を周知していたが、遵守状況の監視、

厳重な指導等、定着化させるような措置を講じていなかった。また、線量

評価用個人線量計とＡＰＤを着用することの重要性についての教育が不十

分であった。 

（４）過去の事例を受けた再発防止対策が実施されていることの確認が不十分

であった。 

（５）廃棄物埋設施設の事象を受けて、再処理事業所でも同様の事象が直ぐに

発生するかもしれないという危機管理意識に甘さがあった。 

 

５－２問題点②の直接要因 

（１）線量評価用個人線量計とＡＰＤの着用とその確認手順、ＥＣＤ操作方法

といった管理区域入域までの手順が統一、徹底されていなかった。 

 

６．再発防止対策 

要因分析結果から、問題点②の直接要因は問題点①の直接要因に含まれる

ことから、問題点①に対する再発防止対策を以下に示す。 

なお、以下に示す対策については、９月末までに実施する。 

 

（１）管理区域入域までの手順が統一、徹底されていなかったことについて 

管理区域入域手順を下記のとおり統一、徹底し、線量評価用個人線量計

とＡＰＤが確実に着用されるようにする。 

 



 

  ３ 

再処理事業所には、建屋により新型ＥＣＤ注１と旧型ＥＣＤ注２の２種類

のＥＣＤがあることから、以下にＥＣＤの種類毎の入域手順を示す。 

 

①新型ＥＣＤの入域手順 

○作業者は、個人認証カード、線量評価用個人線量計及びＡＰＤを、首

から下げた後、ＥＣＤ入域操作前に被服の決められたポケットにそれ

ぞれ入れ、被服のファスナーを上げる注３。 

○作業者は、ＥＣＤ手前で線量評価用個人線量計及びＡＰＤの着用状況、

被服のファスナー位置注３を自己確認した後、ＥＣＤの入域操作を行う。

このため、新たに自己確認を行うためのエリアをＥＣＤの手前に設置

する。もし、個人認証カードやＡＰＤの読み取り不良が発生した場合

は、着用している個人認証カードやＡＰＤを被服から取り出すことは

せず、一度ＥＣＤから退出し、アテンダント員の指示を仰ぐ。 

 

②旧型ＥＣＤの入域手順 

○作業者は、個人認証カード、線量評価用個人線量計及びＡＰＤを、Ｅ

ＣＤ入域操作前に首から下げた後、ＥＣＤの入域操作を行う。 

○ＥＣＤ通過後、線量評価用個人線量計及びＡＰＤを直ぐに被服の決め

られたポケットに入れ、被服のファスナーを上げる注３。線量評価用個

人線量計及びＡＰＤの着用状況、被服のファスナー位置注３の確認をそ

の場で行う。このため、新たに自己確認を行うためのエリアをＥＣＤ

通過後の場所に設置する。 

 

注１：基本的にＡＰＤを被服のポケットに入れたまま無線通信により

入退域操作を行うタイプ。（今回の事象は、この新型ＥＣＤで発

生した。） 

注２：ＡＰＤをＥＣＤにセットして入退域操作を行うタイプ。このた

め、取り忘れ警報機能を有している。 

注３：管理区域に構内服で入域する場合は、ファスナーに係る行為は

必要ない。 

 

（２）ＥＣＤのＡＰＤ通信部にＡＰＤを置くことができる構造となっていたこ

とについて 

新型ＥＣＤについて、入域操作時にＡＰＤ通信部にＡＰＤを置いたまま

操作できる構造となっていることから、ＡＰＤ通信部にＡＰＤを置けない

ような構造上の対策を行う。（８月１１日実施済み） 

 



 

  ４ 

（３）再発防止対策を定着化させるような措置を講じていなかったことについ

て 

①再発防止対策を反映し改正した管理区域入域手順を、今後実施する保安

教育に反映する。 

②線量評価用個人線量計とＡＰＤの着用の重要性に係る教育として、今後

実施する保安教育の中に今回の事例の紹介を加えて教育資料を改正する。 

③今回の事例及び再発防止対策を日本原燃安全推進協議会（再処理事業部）

において、社内及び関係する協力会社に周知する（８月１１日開催）。 

 

（４）再発防止対策が実施されていることの確認が不十分であったことについ

て 

本手順が定着するまでの期間、主要な出入管理室において監視員による

遵守状況の確認を行い、手順の徹底を図るとともに、手順が定着した以降

も定期的に遵守状況の確認を行う。 

 

（５）廃棄物埋設施設の事象を受けて、再処理事業所でも同様の事象が直ぐに

発生するかもしれないという危機管理意識に甘さがあったことについて 

廃棄物埋設施設で発生した事象に係る水平展開を業務連絡や口頭での

注意喚起で行ったが、それでは不十分であったことから、今後管理区域の

入退域管理に関する同様の事象が発生した場合を想定し、その影響につい

てディスカッションを行い、危機管理意識の向上を図る。 

 

以 上 



５ 

事象の経緯 

日時 内容 

８月１１日（火）  

００：２８ ・当社作業員がＥＣＤにＡＰＤをセットし、入域手続き

を実施した。 

・この際、ＥＣＤにＡＰＤを取り忘れて管理区域に入域

した。 

・当該作業員は、そのまま高レベル廃液ガラス固化建屋

固化セル保守第１室において、スミヤ採取・測定作業

を行った。 

０１：２０頃 ・他の作業で入域しようとした作業員が、ＥＣＤに置き

忘れられているＡＰＤを発見し、アテンダント員に連

絡した。 

０１：２７頃 ・アテンダント員が当該作業員に電話でＡＰＤの所持確

認を行った。 

０１：３６頃 ・当該作業員は、放射線安全課当直員（以下、「放管直員」

という。）に当該事象の連絡を行った。 

０１：４０頃 ・放管直員は、移動経路等の放射線環境測定を開始した。

０１：４２ ・当該作業員は、アテンダント員から当該ＡＰＤを受け

取り、ＥＣＤによる退域審査後、管理区域を退域した。

０１：４５頃 ・放管直員は、統括当直長に当該事象の報告を行った。 

０２：４６頃 ・放管直員は、放射線安全課長に当該事象及び放射線環

境測定結果の報告を行った。 

０８：０８頃 ・放射線安全課長は、放射線管理部長に当該事象の報告

を行った。 

０８：３３頃 ・放射線管理部長は、再処理工場長に当該事象の報告を

行った。 

０８：４０頃 ・放射線管理部長は、核燃料取扱主任者に当該事象の報

告を行った。 

 

添付資料－１ 



警報付ポケット線量計（APD）未着用での管理区域入域事象の経緯

ア
テ
ン
ダ
ン
ト
ポ
イ
ン
ト

入
退
域
管
理
装
置

（
E
C
D

）

管
理
区
域

個人認証カードをケースか
ら取り出すためにAPDを
ECDの読み取り台に置い
た。
その後、個人認証カードを
ケースから取り出しECDに
かざして認識させた。

アテンダント員に個人認
証カード及びガラスバッ
ジを掲示し、APDを受け
取る。

ゲートが開いたのでそのまま
通過し、管理区域に入域

アテンダント員から連絡を受
け、APDを所持していないこと
に気づき、管理区域から退域

管理区域入域

高レベル廃液ガラス固化建屋
にてスミヤ採取作業等を実施
した後、出入管理建屋の現場
放射線管理第2室に戻った。

添付資料－２

６

：抽出された問題点

：主要な直接要因

手順が統一、徹底されて
いなかった
(首から掛けていない等)

問題点①
APDをECDから取り忘れ
たこと

問題点②
APDを所持していないことに気付か
なかったこと

APDを置くことができ
る構造となっていた



添付資料－３

問題点 1W 2W 3W 4W 5W 6W 7W

要因分析図

問題点①
APDをECDから取り忘
れた

APDをECDに置いたま
まにできた

ECDに入る前にAPDの
紐を首から下げていな
かった

2009年7月31日にAPD
を受け取った後、速や
かに首に掛けることが
周知されていたが本人
にはその認識がなかっ
た

周知はメールでなされ
ているが、内容の確認
は周知される側に依存
していた

配信したメールは受信
側が確認するものと
思っていた

APD貸与時に首に掛け
るようアテンダント員に
よる指導が行われてい
ない

当社からアテンダント員
による指導を行うよう指
示をしていなかった

2008年3月にAPD借用
後すぐに紐を首から下
げるよう業務連絡書で
周知されていたが実践
されていなかった

定着させるような措置
がとられていなかった

周知内容が実施されて
いることの確認が不十
分であった

①

APDを通信部に置ける
構造となっていた

APDの通信の確実性を
上げるために台が設置
されており、置いてはい
けないルールになって
いなかった

問題点②
ECD通過後、APDを所
持していないことに気付
かなかった

APDを置いたままでも
ECDを通過できた

ECDはもともとAPDを身
に着けたまま電波によ
り通信する設計であっ
たため、APDの取り忘
れを想定していなかっ
た

ECDを通過後にAPDを
所持していることの確認
をしなかった

これまで特に意識する
ことなくAPDを着用して
いた

入域に関する手順が身
についていなかった

ECDはAPDの取り忘れ
防止機能を持っていな
い

ECDを通過後APDを確
認する意識が薄かった

音声（ボイスレコーダ）
による線量計着用に関
する注意喚起アナウン
ス管理区域に入域する
際の入口扉に線量計着
用に関する注意喚起の
掲示はあったが装着確
認をしなかった

頻繁に管理区域に入域
し、慣れていた

今までAPDを忘れたこと
がなかった

①

音声（ボイスレコーダ）
の注意喚起アナウンス
及び注意喚起の掲示に
慣れていたため効果が
薄くなっていた

（１）

（２）

（１）

（３）

（４）

＜対策＞

（１）管理区域入域までの手順が統一、徹底されていなかったことについて
　　管理区域入域手順を統一、徹底し、線量評価用個人線量計とＡＰＤが確実に着用されるよ
うにする。

（２）ＥＣＤのＡＰＤ通信部にＡＰＤを置くことができる構造となっていたことについて
　　新型ＥＣＤについて、入域操作時にＡＰＤ通信部にＡＰＤを置いたまま操作できる構造と
なっていることから、ＡＰＤ通信部にＡＰＤを置けないような構造上の対策を行う。

（３）再発防止対策を定着化させるような措置を講じていなかったことについて
　①再発防止対策を反映し改正した管理区域入域手順を、今後実施する保安教育に反映す
る。
　②今後実施する保安教育の中に今回の事例の紹介を加え、線量評価用個人線量計とＡＰ
Ｄの着用の重要性に係る教育を行う。
　③今回の事例及び再発防止対策を日本原燃安全推進協議会（再処理事業部）において、
社内及び関係する協力会社に周知する。

（４）再発防止対策が実施されていることの確認が不十分であったことについて
　　本手順が定着するまでの期間、主要な出入管理室において監視員による遵守状況の確
認を行い、手順の徹底を図るとともに、手順が定着した以降も定期的に遵守状況の確認を行
う。

（５）廃棄物埋設施設の事象を受けて、再処理事業所でも同様の事象が直ぐに発生するかも
しれないという危機管理意識に甘さがあったことについて
　　廃棄物埋設施設で発生した事象に係る水平展開を業務連絡や口頭での注意喚起で行っ
たが、それでは不十分であったことから、今後管理区域の入退域管理に関する同様の事象
が発生した場合を想定し、その影響についてディスカッションを行い、危機管理意識の向上を
図る。

既に音声等による注意
喚起対策を講じていた
ため、同様の事象がす
ぐに発生するとは思わ
なかった

廃棄物埋設施設の事
象を受けて、再処理事
業所でも同様な事象が
直ぐ発生するかもしれ
ないという危機管理意
識に甘さがあった。

構造面の対策について
必要性を感じていたが
すぐに講じてなかった

（５）

廃棄物埋設工事工程が
止まっている事実を知
らなかった

廃棄物埋設側からの情
報が現場の末端まで伝
わっていなかった

②

②

廃棄物埋設側の水平展
開の状況を待ってから
対応すればよいと思っ
ていた

水平展開検討会での対
策の指示が来ると思っ
ていた

再処理事業所では評価
用とAPDの２つの線量
計を着用しており、APD
を忘れても評価できると
考えていた

（１）

（１）

（１）

７



８ 

添付資料－４ 
 

再処理事業所 再処理施設保安規定運用要領（抜粋） 
 
2.95.5 管理区域への出入管理に関する措置等 
2.95.5.4 放射線安全課長は、管理区域に立ち入る者に対して、次の事項を遵守

させる措置を講じる。 
（２）管理区域に立ち入る場合、表 95-2 に定める個人線量計を着用する

こと。 
ただし、複数の一時立入者が集団で立ち入る場合であって、放

射線安全課長がそれらの者が受ける線量が同程度となると判断し、

承認した場合は、代表者に個人線量計を着用させることができる。 
 

表 95-2 管理区域へ立入る者が着用する個人線量計 
対象者の区分 期間線量計 日管理線量計 

ガラスバッジ等 警報付ポケット線量計等 
放射線業務従事者 

その他、必要により放射線安全課長が認めた個人線量計 
警報付ポケット線量計 

一時立入者 
その他、必要により放射線安全課長が認めた個人線量計 
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